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項目番号：1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

（項目番号17を記載した場合）
関係機関と協議を

行う内容・時期

内閣府 204038 児童手当の認
定の請求

児童手当法施
行規則

5 国民
等

4-3 国
又は地
方等

1-1 実施済 400,000件程度
（推計）

記入困難（統
計を取ってい
ないため）

児童手当等の支給を受けよう
とする者が、住所地の市町村
長に対して、受給資格及びそ
の額についての認定を請求す
る手続

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

本手続は、多くの場合、住所地の役所において他の手続（出生届、転入届など）と一連で行われるものであり、
それらの手続と別個に本手続のみオンラインによる手続を求めることは、請求者の負担軽減に繋がらず、さらに
手続漏れ等が発生する恐れがある。そのため、現時点においてオンライン利用率を目標として定めることは適
切ではない。
※オンラインによる手続を希望する方については、現在もオンライン申請が可能となっている。
※他の手続（出生届、転入届など）のオンライン利用率向上（基本計画の策定）については、「規制改革実施計
画」（令和３年６月18日閣議決定）等に基づき、内閣府規制改革推進室から政府全体の方針を示すとともに、所
管省庁へ取組みを求めているものであり、当方から所管省庁への相談等は行っていないが、それらの手続（出
生届、転入届など）のオンライン利用率向上の取組みや目途に応じて、本手続についても時期を併せて検討を
行うことは可能。

e　内閣府は、主体的にデジタル庁、総務省
等の関係府省と連携の上、児童手当の認定
の請求等のオンライン化及びオンライン利用
率の引上げに向け、可能なものから順次必
要な措置を講ずる。
【速やかに検討を開始し、可能なものから順
次措置】

②令和４年上期 令和４年５月頃に、オンライン申請が可能となっている旨を記載した受給資格者向
けのリーフレット（ひな形）を市区町村へ配布予定である。その他、機会を捉えて市
区町村に対して手続のオンライン化を推進する。
また、住民基本台帳における転出・転入手続のワンストップ化に係る議論を注視
し、児童手当の手続にどのように活用できるか検討を行う。

デジタル庁、総務省 令和４年下期以降
※児童手当法施行規則を改正し、令和
４年６月から、添付書類の見直しや現況
届の一律の届出義務を廃止することとし
ており、今後の手続簡素化の検討に当
たって、まずはこれらの制度見直しの取
組状況の確認や課題の把握等に努める
必要がある。

内閣府 204039 児童手当の額
改定請求(増
額)

児童手当法施
行規則

5 国民
等

4-3 国
又は地
方等

1-1 実施済 460,000件程度
（推計）

記入困難（統
計を取ってい
ないため）

児童手当等の支給を受けて
いる者について、その額が増
額する事由（出生等）が生じた
場合に、改定後の額について
の認定を請求する手続

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

本手続は、多くの場合、住所地の役所において他の手続（出生届、転入届など）と一連で行われるものであり、
それらの手続と別個に本手続のみオンラインによる手続を求めることは、請求者の負担軽減に繋がらず、さらに
手続漏れ等が発生する恐れがある。そのため、現時点においてオンライン利用率を目標として定めることは適
切ではない。
※オンラインによる手続を希望する方については、現在もオンライン申請が可能となっている。
※他の手続（出生届、転入届など）のオンライン利用率向上（基本計画の策定）については、「規制改革実施計
画」（令和３年６月18日閣議決定）等に基づき、内閣府規制改革推進室から政府全体の方針を示すとともに、所
管省庁へ取組みを求めているものであり、当方から所管省庁への相談等は行っていないが、それらの手続（出
生届、転入届など）のオンライン利用率向上の取組みや目途に応じて、本手続についても時期を併せて検討を
行うことは可能。

e　内閣府は、主体的にデジタル庁、総務省
等の関係府省と連携の上、児童手当の認定
の請求等のオンライン化及びオンライン利用
率の引上げに向け、可能なものから順次必
要な措置を講ずる。
【速やかに検討を開始し、可能なものから順
次措置】

②令和４年上期 令和４年５月頃に、オンライン申請が可能となっている旨を記載した受給資格者向
けのリーフレット（ひな形）を市区町村へ配布予定である。その他、機会を捉えて市
区町村に対して手続のオンライン化を推進する。
また、住民基本台帳における転出・転入手続のワンストップ化に係る議論を注視
し、児童手当の手続にどのように活用できるか検討を行う。

デジタル庁、総務省 令和４年下期以降
※児童手当法施行規則を改正し、令和
４年６月から、添付書類の見直しや現況
届の一律の届出義務を廃止することとし
ており、今後の手続簡素化の検討に当
たって、まずはこれらの制度見直しの取
組状況の確認や課題の把握等に努める
必要がある。

警察庁 107398 被留置受刑者
以外の被留置
者への弁護人
からの面会の
申出

刑事収容施設
及び被収容者
等の処遇に関
する法律

6 民間
事業
者等

3 地方
等

2-1 未実施 570,000 0 留置施設に収容されている被
留置者に弁護人が接見のた
めの申出をするもの

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

「ＩＴ新戦略」等を踏まえて法務大臣の指示に基づいて開催されている「刑事手続における情報通信技術の活用
に関する検討会」における検討の結果（取りまとめの目処は令和３年度末）を踏まえた上で基本計画を策定する
必要があるため。

⑨取組が適当でない 面会の申出のオンライン化とは、すなわち面会予約の制度の整備に当たると考える
ところ、被留置人にとって弁護人との接見は重要な権利であるため、接見の時間を予
め指定することはできないこと、一たび弁護人との接見が開始すると警察の判断でこ
れを終了させることはできないこと、訪問による申出も依然として多いことが想定され
ること、突然、診療等のため留置施設から不在となることもあること等から、被留置人
や面会室の予定をあらかじめ決めておくといった予約の制度の整備は困難である。

警察庁 107399 被留置受刑者
以外の被留置
者への弁護人
以外の者から
の面会の申出

刑事収容施設
及び被収容者
等の処遇に関
する法律

5 国民
等

3 地方
等

2-1 未実施 290,000 0 留置施設に収容されている被
留置者に弁護人以外の者が
面会のための申出をするもの

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

「ＩＴ新戦略」等を踏まえて法務大臣の指示に基づいて開催されている「刑事手続における情報通信技術の活用
に関する検討会」における検討の結果（取りまとめの目処は令和３年度末）を踏まえた上で基本計画を策定する
必要があるため。

⑨取組が適当でない 面会の申出のオンライン化とは、すなわち面会予約の制度の整備に当たると考える
ところ、被留置人にとって弁護人との接見は重要な権利であるため、接見の時間を予
め指定することはできないこと、一たび弁護人との接見が開始すると警察の判断でこ
れを終了させることはできないこと、訪問による申出も依然として多いことが想定され
ること、突然、診療等のため留置施設から不在となることもあること等から、被留置人
や面会室の予定をあらかじめ決めておくといった予約の制度の整備は困難である。

警察庁 111812 自弁物品の使
用の申出

刑事収容施設
及び被収容者
等の処遇に関
する法律

5 国民
等

3 地方
等

2-1 未実施 1 約10万件以
上

0 被留置者が留置担当官等に
対して行う、衣類や食料品等
の自弁のものを使用したい旨
の申出

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

留置場内において口頭で行われている手続であり、保安上の観点から留置場内においてオンライン端末を使用
させることは適当ではないため。

⑨取組が適当でない 留置場内において口頭で行われている手続であり、保安上の観点から留置場内にお
いてオンライン端末を使用させることは適当ではないため。

警察庁 111835 被留置者への
差入れの申出

刑事収容施設
及び被収容者
等の処遇に関
する法律

5 国民
等

3 地方
等

2-1 未実施 1 約10万件以
上

0 留置施設内に収容中の被留
置者への差入れの申出

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

「ＩＴ新戦略」等を踏まえて法務大臣の指示に基づいて開催されている「刑事手続における情報通信技術の活用
に関する検討会」における検討の結果（取りまとめの目処は令和３年度末）を踏まえた上で基本計画を策定する
必要があるため。

⑨取組が適当でない 差入れの申出のオンライン化とは、すなわち差入予約の制度の整備に当たると考え
る。被留置者への差入れは、留置担当官が、留置施設に差し入れることが可能な物
品かどうかを判断し、当該物品に危険物が混入されていないかなどの検査を済ませ
た上、差入れ不可の場合には引取をお願いすることもあることから、警察署等に差入
れ物品をお持ちいただいた上で、差入れが可能な場合に申出書を提出いただく手続
の流れとなる。差入れは予約なしに随時窓口で受け付けているため、予約制度を整
備する実益が認められない。

警察庁 111821 領置金の使用
申請

刑事収容施設
及び被収容者
等の処遇に関
する法律

5 国民
等

3 地方
等

2-1 未実施 1 約10万件以
上

0 被留置者が留置担当官等に
対して行う、領置金を自弁物
品等の購入等に充てるために
使用したい旨の申出

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

留置担当官と被留置者は容易に対面できる状態にあり、保安上の観点から留置場内においてオンライン端末を
使用させることも適当ではないため。

⑨取組が適当でない 留置担当官と被留置者は容易に対面できる状態にあり、保安上の観点から留置場
内においてオンライン端末を使用させることも適当ではないため。

警察庁 111822 保管私物、領
置物品の他者
への交付申請

刑事収容施設
及び被収容者
等の処遇に関
する法律

5 国民
等

3 地方
等

2-1 未実施 1 約10万件以
上

0 被留置者が留置担当官等に
対して行う、保管私物や領置
物品を他者へ交付したい旨の
申出

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

留置担当官と被留置者は容易に対面できる状態にあり、保安上の観点から留置場内においてオンライン端末を
使用させることも適当ではないため。

⑨取組が適当でない 留置担当官と被留置者は容易に対面できる状態にあり、保安上の観点から留置場
内においてオンライン端末を使用させることも適当ではないため。

警察庁 111827 調髪、ひげそり
の申出

刑事収容施設
及び被収容者
等の処遇に関
する法律

5 国民
等

3 地方
等

2-1 未実施 1 約10万件以
上

0 被留置者が留置担当官等に
対して行う、調髪やひげそりを
したい旨の申出

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

留置担当官と被留置者は容易に対面できる状態にあり、保安上の観点から留置場内においてオンライン端末を
使用させることも適当ではないため。

⑨取組が適当でない 留置担当官と被留置者は容易に対面できる状態にあり、保安上の観点から留置場
内においてオンライン端末を使用させることも適当ではないため。

警察庁 107406 信書の発信申
請

刑事収容施設
及び被収容者
等の処遇に関
する法律

5 国民
等

3 地方
等

2-1 未実施 1 約10万件以
上

0 被留置者が留置担当官等に
対して行う、信書発信の申請

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

留置担当官と被留置者は容易に対面できる状態にあり、保安上の観点から留置場内においてオンライン端末を
使用させることも適当ではないため。

⑨取組が適当でない 留置担当官と被留置者は容易に対面できる状態にあり、保安上の観点から留置場
内においてオンライン端末を使用させることも適当ではないため。

警察庁 115831 家族等への通
知の申出

被留置者の留
置に関する規
則

5 国民
等

3 地方
等

2-1 未実施 1 約10万件以
上

0 被留置者の申出により、警察
官が被留置者の希望する家
族等へ電話連絡するもの

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

留置場内において口頭で行われている手続であり、保安上の観点から留置場内においてオンライン端末を使用
させることは適当ではないため。

⑨取組が適当でない 留置場内において口頭で行われている手続であり、保安上の観点から留置場内にお
いてオンライン端末を使用させることは適当ではないため。

警察庁 107435 被留置者から
の弁護人選任
等の申出

被留置者の留
置に関する規
則

5 国民
等

3 地方
等

2-1 未実施 1 約10万件以
上

0 被留置者が留置担当官等に
行う、弁護人選任等の申出

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

留置担当官と被留置者は容易に対面できる状態にあり、保安上の観点から留置場内においてオンライン端末を
使用させることも適当ではないため。

⑨取組が適当でない 留置担当官と被留置者は容易に対面できる状態にあり、保安上の観点から留置場
内においてオンライン端末を使用させることも適当ではないため。

警察庁 2955 停止処分者講
習の申出

道路交通法施
行規則第38条
第３項第１号

国民
等

地方等 未実施 170,305件
（令和元年中、
停止処分者講
習受講者数）

未実施 免許の保留、免許の効力の
停止又は６月を超えない範囲
内での自動車等の運転の禁
止を受けた者に対する講習
（道路交通法（昭和35年法律
第105号）第108条の２第１項
第３号）（いわゆる停止処分者
講習）は、これらの処分を受
けた者からの申出により行わ
れる。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

　停止処分者講習は、自動車等の運転に関する違反行為等をして一定の基準に該当したことにより免許の効力の停止等の処分
を受けた者の申出によって行われる、運転技能や法令の知識に関する講習であり、当該講習を受講することにより免許の効力の
停止等の期間を短縮できる（道路交通法第90条第12項、第103条第10項、第107条の５第３項）ものである。免許の効力の停止及
び６月を超えない範囲内の自動車等の運転の禁止の際には、処分の内容及び理由を記載した書面を交付するとともに、当該処
分の内容を口頭で告知することとされており（道路交通法第104条の３第１項、第107条の５第11項、道路交通法施行規則第30条
の４、第37条の５の２第１項）、処分に係る者は免許センター等に出頭することとなる。
　停止処分者講習の申出の具体的な手続について法令上の定めはないが、免許センター等に出頭して行政処分を受けたその日
に申出を行い講習を受講するパターンが一般的であることから、停止処分者講習の申出のオンライン化が、受講者の来所回数や
手続負担を軽減させるとは評価できず、利便性の向上に資するとは言えない。
　なお、書面の交付（道路交通法第104条の３第１項）及び口頭での告知（道路交通法施行規則第30条の４）について、法令上、対
面であることを義務付けられているものではないが、これらを対面で行い、処分を受ける者の身分確認並びに処分内容及び理由
の告知を確実に行うことで、処分を受ける者に処分内容を確実に理解させるとともに、その権利保護を図っている。また、書面の
交付等を対面で行うことにより、権限のある警察職員が被処分者に処分内容を認識させたことが外形的に明らかとなり、そのこと
を後の処分違反の刑事手続において当該職員の証言等によって立証可能であることが担保されることにより、処分違反が抑止さ
れ、処分の実効性が確保されることとなる。さらに、対面で処分内容及び理由の告知をした上で、処分を受ける者から免許証の提
出を確実に受ける（道路交通法第107条第３項）ことにより、処分を受けた者による処分期間内の運転を防止し、道路交通の安全
の確保を図っている。
　口頭での告知の内容について、法令上は「当該処分の内容」（道路交通法施行規則第30条の４）と定められている。実際の運用
においては、処分書の記載内容の確認に加え、違反行為を行った者と処分を受ける者が同一人物であることを確認するととも
に、処分期間内に運転を行った場合は無免許運転に該当するため、運転をしないよう指導している。

⑨取組が適当でない 右記のとおり、停止処分者講習の内容及び理由を記載した書面の交付及び当該
処分の内容の口頭での告知は対面で実施する必要があり、停止処分者講習の申
出は行政処分を受けたその日に申出が行われることが一般的であることから、停
止処分者講習の申出のオンライン化を進めることにより国民の利便性が向上する
とは認められないため、オンライン化に向けた検討等を行うことは想定していな
い。

　停止処分者講習は、自動車等の運転に関する違反行為等をして一定の基準に該当したことによ
り免許の効力の停止等の処分を受けた者の申出によって行われる、運転技能や法令の知識に関
する講習であり、当該講習を受講することにより免許の効力の停止等の期間を短縮できる（道路交
通法第90条第12項、第103条第10項、第107条の５第３項）ものである。免許の効力の停止及び６
月を超えない範囲内の自動車等の運転の禁止の際には、処分の内容及び理由を記載した書面を
交付するとともに、当該処分の内容を口頭で告知することとされており（道路交通法第104条の３第
１項、第107条の５第11項、道路交通法施行規則第30条の４、第37条の５の２第１項）、処分に係る
者は免許センター等に出頭することとなる。
　停止処分者講習の申出の具体的な手続について法令上の定めはないが、免許センター等に出
頭して行政処分を受けたその日に申出を行い講習を受講するパターンが一般的であることから、
停止処分者講習の申出のオンライン化が、受講者の来所回数や手続負担を軽減させるとは評価
できず、利便性の向上に資するとは言えない。
　なお、書面の交付（道路交通法第104条の３第１項）及び口頭での告知（道路交通法施行規則第
30条の４）について、法令上、対面であることを義務付けられているものではないが、これらを対面
で行い、処分を受ける者の身分確認並びに処分内容及び理由の告知を確実に行うことで、処分を
受ける者に処分内容を確実に理解させるとともに、その権利保護を図っている。また、書面の交付
等を対面で行うことにより、権限のある警察職員が被処分者に処分内容を認識させたことが外形
的に明らかとなり、そのことを後の処分違反の刑事手続において当該職員の証言等によって立証
可能であることが担保されることにより、処分違反が抑止され、処分の実効性が確保されることとな
る。さらに、対面で処分内容及び理由の告知をした上で、処分を受ける者から免許証の提出を確実
に受ける（道路交通法第107条第３項）ことにより、処分を受けた者による処分期間内の運転を防止
し、道路交通の安全の確保を図っている。
　口頭での告知の内容について、法令上は「当該処分の内容」（道路交通法施行規則第30条の４）
と定められている。実際の運用においては、処分書の記載内容の確認に加え、違反行為を行った
者と処分を受ける者が同一人物であることを確認するとともに、処分期間内に運転を行った場合は
無免許運転に該当するため、運転をしないよう指導している。

総務省 12616 危険物取扱者
免状の書換申
請

危険物の規制
に関する政令

5 国民
等

3 地方
等

2-1 未実施 117,596 0 免状の書換について、免状を
公布した都道府県知事又は
居住地若しくは勤務地の都道
府県知事に申請する。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

危険物取扱者免状のデジタル化の実現可能性を検討しており、一般財団法人消防試験研究センター等と、ス
キームの構築や手数料額の取扱いも含めた調整が必要になるところ、10月までの基本計画策定は不可能であ
る。

f　総務省は、主体的にデジタル庁と連携の
上、国家資格情報連携に関する管理システ
ムの開発・構築の状況を踏まえつつ、危険物
取扱者免状のデジタル化の実現等を検討
し、オンライン化及びオンライン利用率の引
上げに向け、可能なものから順次必要な措
置を講ずる。
【可能なものから順次措置】

②令和４年上期 免状をデジタル化する場合の取扱い等について、一般財団法人消防試験研究セ
ンターと協議を行っている。
また、今後、基本計画を策定するための前提として、システムのあり方や仕組み等
について、デジタル庁と協議を行う必要がある。

①一般財団法人消防試験研究セン
ター
②デジタル庁

①デジタル庁におけるシステムの開発
状況を踏まえ、引き続き免状のデジタル
化の実現可否について協議を行う。
②デジタル庁におけるシステムの開発
状況を踏まえつつ、当該システムと免状
の連携の可否について検討し、具体的
な協議を行う。

「オンライン利用率を大胆に引き上げる取組」とは、年間件数が10万件を超える等国民や民間事業者に身近な行政手続について、利用者目線のサービス改善を継続的に行うことを目的として、各府省において行政サービスの改善や満足度を図る「成果指標」として「オンライン利用率」を位置付け、その目標値・期間や行政サービス改善のための取組等を定める「基本計画」を策定し、利用者からのフィードバックを随時受けながら、基本計画を改訂することとしてい
る。

回答対象は、原則として規制改革推進会議第３回デジタルワーキング・グループ（令和３年10月25日）における資料５－③「『オンライン利用率を大胆に引き上げる取組』の『対象から除外』又は『基本計画の策定が困難』と回答があった手続」において、各府省が「合理的な理由から基本計画の策定が困難」又は「合理的な理由から令和３年10月までに基本計画の策定が困難」と回答し、令和４年４月現在においてオンライン利用率引上げに係る基本計画が策定され
ていない手続。

項目番号１～12は、規制改革推進会議第３回デジタルワーキング・グループ（令和３年10月25日）における資料５－③より抜粋。項目番号13は「当面の規制改革の実施事項（令和３年12月22日規制改革推進会議）」における各手続の実施事項を記載。
項目番号14は、「①令和４年３月時点で既に取組を開始」「②令和４年上期」「③令和４年下期」「④令和５年上期」「⑤令和５年下期」「⑥令和６年上期」「⑦令和６年下期以降（項目番号15で明示）」「⑧現時点で時期を示すことが困難」「⑨取組が適当でない」より各府省が選択。

手続名手続ＩＤ 基本計画の策定が困難とする理由の詳細
基本計画の策定が

困難とする理由

各府省が「オンライン利用率を大胆に引き上げる取組」を行うことが困難としている手続における
「取組状況及び今後の工程」に関する各府省の回答一覧（令和４年４月20日時点）

オンライン化及び
オンライン利用率の

引上げに向けた
具体的な取組を
開始する時期

具体的な取組内容
及び今後の工程

制度の在り方や
仕組み等について

協議を行う関係機関

所管
府省

手続の概要
（令和元年
度）オンライ
ン手続件数

（令和元年
度）

総手続件数

オンライン
化の実施

状況

手続
の

受手

手続
主体

根拠
法令

「当面の規制改革の実施事項
（令和３年12月22日規制改革
推進会議）」における記載事項

（項目番号14で「現時点で時期を示すことが困難」を選択した場合）
その理由と、解決すれば取組が開始できると考えられる課題

（項目番号14で「取組が適当でない」を選択した場合）
各府省が「取組が適当でない」とする具体的な理由

本資料は、各府省が令和３年10月時点で「現時点で『オンライン利用率を大胆に引き上げる取組』を行うことが困難」としていた手続について、「デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和３年12月24日閣議決定）」において、「令和３年（2021年）12月の『当面の規制改革の実施事項』において求められる個別の取組を実施するほか、今後の情報通信技術の発展、政府の方針等を踏まえ、オンライン化及びオンライン利用率の引上げに向け、速やかに検討を開始
し、可能なものから順次、必要な取組を行う。」ことが決定されていることを踏まえ、今後の取組時期やその内容（項目番号「14 ～18）について、各府省へ回答を求め、それを一覧化したもの。

資料４
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項目番号：1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

（項目番号17を記載した場合）
関係機関と協議を

行う内容・時期

手続名手続ＩＤ 基本計画の策定が困難とする理由の詳細
基本計画の策定が

困難とする理由

オンライン化及び
オンライン利用率の

引上げに向けた
具体的な取組を
開始する時期

具体的な取組内容
及び今後の工程

制度の在り方や
仕組み等について

協議を行う関係機関

所管
府省

手続の概要
（令和元年
度）オンライ
ン手続件数

（令和元年
度）

総手続件数

オンライン
化の実施

状況

手続
の

受手

手続
主体

根拠
法令

「当面の規制改革の実施事項
（令和３年12月22日規制改革
推進会議）」における記載事項

（項目番号14で「現時点で時期を示すことが困難」を選択した場合）
その理由と、解決すれば取組が開始できると考えられる課題

（項目番号14で「取組が適当でない」を選択した場合）
各府省が「取組が適当でない」とする具体的な理由

総務省 12615 危険物取扱者
試験の受験申
請

消防法 5 国民
等

4-2 独
立行政
法人等
又は地
方等

1-1 実施済 363,386 118,229 一般財団法人消防試験研究
センターに試験の受験申請を
行う。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

危険物取扱者免状のデジタル化の実現可能性を検討しており、一般財団法人消防試験研究センター等と、ス
キームの構築や手数料額の取扱いも含めた調整が必要になるところ、10月までの基本計画策定は不可能であ
る。

f　総務省は、主体的にデジタル庁と連携の
上、国家資格情報連携に関する管理システ
ムの開発・構築の状況を踏まえつつ、危険物
取扱者免状のデジタル化の実現等を検討
し、オンライン化及びオンライン利用率の引
上げに向け、可能なものから順次必要な措
置を講ずる。
【可能なものから順次措置】

②令和４年上期 電子申請を拡大させるための施策について、一般財団法人消防試験研究セン
ターと論点整理を行っている。令和５年度中に協議を終了させ、基本計画の策定
に着手する。

一般財団法人消防試験研究セン
ター

電子申請を拡大させるための施策につ
いて現在協議を行っているところ、令和
５年度中に協議を終了させる。

総務省 9108 本人等による
住民票の写し
等の交付請求

住民基本台帳
法

5 国民
等

3 地方
等

1-1 実施済 64,513,502 64513502の内
数

市町村が備える住民基本台
帳に記録されている者は、当
該市町村の市町村長に対し、
自己又は自己と同一の世帯
に属する者に係る住民票の
写しの交付を請求することが
できる。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

市町村の住民記録システムについては、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、令和7年
度までに国において策定した統一的な基準（標準仕様）に適合したシステムに移行することが目指されており、
具体的には、各市町村において下記の工程が想定されている。
・令和3年度～令和４年度：推進体制立ち上げ、現行システムの概要調査、現行システムと標準仕様との比較、
移行計画作成
・令和5年度～令和７年度：システム移行時の設定、データ移行、テスト・研修、条例・規則等の改正、既存環境
の設定変更
このように、令和7年度に向けて、現行システムと標準準拠システムとの差異の分析やそれに伴う業務への影響
の確認などの準備行為、データ移行などのシステム移行作業等を行う必要があり、各団体の現行システムの契
約の更新のタイミングも考慮しながら、各団体で検討や調整が進められているところであり、そうした状況の中
で、オンライン利用率について一律に目標を設け、実効的な計画を策定することは困難であると考えておりま
す。

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

　住民記録システム標準仕様書【2.0版】において、オンラインによる証明書等の申
請（公的個人認証サービスを用いた証明書等の電子申請）に対応するための機能
を「実装すべき機能」と位置づけており、令和７年度以降、この標準仕様に適合し
たシステムへの全国の市町村の移行状況を踏まえつつ、本人等による住民票の
写し等の交付請求に係るオンライン利用率を調査し、必要な対策を講じる。
　なお、コンビニ交付については、未対応自治体の解消に向けて、コンビニ交付
サービスを運営する地方公共団体情報システム機構と協力し、導入推進に向けた
実証事業を実施し、システム構築・運用のコストなどの課題から導入が進んでいな
かった小規模な団体が安価にサービスを導入できるよう、証明発行サーバをクラ
ウド化し、共同で使用できるシステムを開発したところである。

また、住民票の記載事項に係る行政機関間の情報連携について、「デジタル社
会の実現に向けた重点計画」（令和３年12月24日閣議決定）のデジタル原則等も
踏まえ、住民の利便の増進と行政の合理化に資するよう、引き続き、住民基本台
帳ネットワークシステムの利用拡大に努めていく。

デジタル庁・地方公共団体情報シス
テム機構・市区町村

システム標準化のスケジュールについて
は、随時、関係機関と協議し、検討を進
めているところである。

総務省 9110 本人等以外に
よる住民票の
写し等の交付
申出

住民基本台帳
法

5 国民
等

3 地方
等

1-1 実施済 64,513,502 64513502の内
数

市町村長は、当該市町村が
備える住民基本台帳につい
て、自己の権利を行使し、又
は自己の義務を履行するた
めに住民票の記載事項を確
認する必要がある者等から住
民票の写し又は住民票記載
事項証明書が必要である旨
の申し出があり、かつ、当該
申出を相当と認めるときは、
当該申出をする者に当該住
民票の写し又は住民票記載
事項証明書を交付することが
できる。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

市町村の住民記録システムについては、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、令和7年
度までに国において策定した統一的な基準（標準仕様）に適合したシステムに移行することが目指されており、
具体的には、各市町村において下記の工程が想定されている。
・令和3年度～令和４年度：推進体制立ち上げ、現行システムの概要調査、現行システムと標準仕様との比較、
移行計画作成
・令和5年度～令和７年度：システム移行時の設定、データ移行、テスト・研修、条例・規則等の改正、既存環境
の設定変更
このように、令和7年度に向けて、現行システムと標準準拠システムとの差異の分析やそれに伴う業務への影響
の確認などの準備行為、データ移行などのシステム移行作業等を行う必要があり、各団体の現行システムの契
約の更新のタイミングも考慮しながら、各団体で検討や調整が進められているところであり、そうした状況の中
で、オンライン利用率について一律に目標を設け、実効的な計画を策定することは困難であると考えておりま
す。

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

　住民記録システム標準仕様書【2.0版】において、オンラインによる証明書等の申
請（公的個人認証サービスを用いた電子申請）に対応するための機能を「実装す
べき機能」として位置づけており、令和７年度以降、この標準仕様に適合したシス
テムへの全国の市町村の移行状況を踏まえつつ、本人等以外による住民票の写
し等の交付申出に係るオンライン利用率を調査し、必要な対策を講じる。

なお、コンビニ交付については、未対応自治体の解消に向けて、コンビニ交付
サービスを運営する地方公共団体情報システム機構と協力し、導入推進に向けた
実証事業を実施し、システム構築・運用のコストなどの課題から導入が進んでいな
かった小規模な団体が安価にサービスを導入できるよう、証明発行サーバをクラ
ウド化し、共同で使用できるシステムを開発したところである。（ただし、コンビニ交
付は本人以外への住民票の写し等の交付を対象とする仕組みではない。）

また、住民票の記載事項に係る行政機関間の情報連携について、「デジタル社
会の実現に向けた重点計画」（令和３年12月24日閣議決定）のデジタル原則等も
踏まえ、住民の利便の増進と行政の合理化に資するよう、引き続き、住民基本台
帳ネットワークシステムの利用拡大に努めていく。

デジタル庁・地方公共団体情報シス
テム機構・市区町村

システム標準化のスケジュールについて
は、随時、関係機関と協議し、検討を進
めているところである。

総務省 9111 本人等以外に
よる住民票の
写し等の交付
申出（特定受
任者）

住民基本台帳
法

6 民間
事業
者等

3 地方
等

1-1 実施済 64,513,502 64513502の内
数

市町村長は、当該市町村が
備える住民基本台帳につい
て、特定事務受任者から、受
任している事件又は事務の依
頼者が自己の権利を行使し、
又は自己の義務を履行する
ために住民票の記載事項を
確認する必要がある者等に
該当することを理由として、住
民票の写し又は住民票記載
事項証明書が必要である旨
の申し出があり、かつ、当該
申出を相当と認めるときは、
当該特定事務受任者に当該
住民票の写し又は住民票記
載事項証明書を交付すること
ができる。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

市町村の住民記録システムについては、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、令和7年
度までに国において策定した統一的な基準（標準仕様）に適合したシステムに移行することが目指されており、
具体的には、各市町村において下記の工程が想定されている。
・令和3年度～令和４年度：推進体制立ち上げ、現行システムの概要調査、現行システムと標準仕様との比較、
移行計画作成
・令和5年度～令和７年度：システム移行時の設定、データ移行、テスト・研修、条例・規則等の改正、既存環境
の設定変更
このように、令和7年度に向けて、現行システムと標準準拠システムとの差異の分析やそれに伴う業務への影響
の確認などの準備行為、データ移行などのシステム移行作業等を行う必要があり、各団体の現行システムの契
約の更新のタイミングも考慮しながら、各団体で検討や調整が進められているところであり、そうした状況の中
で、オンライン利用率について一律に目標を設け、実効的な計画を策定することは困難であると考えておりま
す。

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

　住民記録システム標準仕様書【2.0版】において、オンラインによる証明書等の申
請（公的個人認証サービスを用いた電子申請）に対応するための機能を「実装す
べき機能」として位置づけており、令和７年度以降、この標準仕様に適合したシス
テムへの全国の市町村の移行状況を踏まえつつ、本人等以外による住民票の写
し等の交付申出に係るオンライン利用率を調査し、必要な対策を講じる。

なお、コンビニ交付については、未対応自治体の解消に向けて、コンビニ交付
サービスを運営する地方公共団体情報システム機構と協力し、導入推進に向けた
実証事業を実施し、システム構築・運用のコストなどの課題から導入が進んでいな
かった小規模な団体が安価にサービスを導入できるよう、証明発行サーバをクラ
ウド化し、共同で使用できるシステムを開発したところである。（ただし、コンビニ交
付は本人以外への住民票の写し等の交付を対象とする仕組みではない。）

また、住民票の記載事項に係る行政機関間の情報連携について、「デジタル社
会の実現に向けた重点計画」（令和３年12月24日閣議決定）のデジタル原則等も
踏まえ、住民の利便の増進と行政の合理化に資するよう、引き続き、住民基本台
帳ネットワークシステムの利用拡大に努めていく。

デジタル庁・地方公共団体情報シス
テム機構・市区町村

システム標準化のスケジュールについて
は、随時、関係機関と協議し、検討を進
めているところである。

総務省 9112 戸籍の附票に
記載されてい
る者等による
戸籍の附票の
写しの交付請
求

住民基本台帳
法

5 国民
等

3 地方
等

1-1 実施済 6,266,080 6266080の内
数

市町村が備える戸籍の附票
に記録されている者又はその
配偶者、直系尊属若しくは直
系卑属は、当該市町村の市
町村長に対し、これらの者に
係る戸籍の附票の写しの交
付を請求することができる。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

市町村の住民記録システムについては、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、令和7年
度までに国において策定した統一的な基準（標準仕様）に適合したシステムに移行することが目指されており、
具体的には、各市町村において下記の工程が想定されている。
・令和3年度～令和４年度：推進体制立ち上げ、現行システムの概要調査、現行システムと標準仕様との比較、
移行計画作成
・令和5年度～令和７年度：システム移行時の設定、データ移行、テスト・研修、条例・規則等の改正、既存環境
の設定変更
このように、令和7年度に向けて、現行システムと標準準拠システムとの差異の分析やそれに伴う業務への影響
の確認などの準備行為、データ移行などのシステム移行作業等を行う必要があり、各団体の現行システムの契
約の更新のタイミングも考慮しながら、各団体で検討や調整が進められているところであり、そうした状況の中
で、オンライン利用率について一律に目標を設け、実効的な計画を策定することは困難であると考えておりま
す。

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

　現在、検討を進めている戸籍附票システムの標準仕様書案において、オンライン
による証明書等の申請（公的個人認証サービスを用いた証明書等の電子申請）に
対応するための機能を「実装すべき機能」として位置づけており、令和７年度以
降、この標準仕様に適合したシステムへの全国の市町村の移行状況を踏まえつ
つ、オンライン利用率を調査し、必要な対策を講じる。
　なお、コンビニ交付については、未対応自治体の解消に向けて、コンビニ交付
サービスを運営する地方公共団体情報システム機構と協力し、導入推進に向けた
実証事業を実施し、システム構築・運用のコストなどの課題から導入が進んでいな
かった小規模な団体が安価にサービスを導入できるよう、証明発行サーバをクラ
ウド化し、共同で使用できるシステムを開発したところ。

また、戸籍の附票の記載事項に係る行政機関間の情報連携について、デジタル
手続法（令和元年法律第16号）において令和６年５月30日までに附票ネットワーク
システム（仮称）を構築することとしており、「デジタル社会の実現に向けた重点計
画」（令和３年12月24日閣議決定）のデジタル原則等も踏まえ、利便の増進と行政
の合理化に資するよう、同システムの利用拡大に努めていく。

デジタル庁・法務省・地方公共団体
情報システム機構・市町村

システム標準化のスケジュールや戸籍
附票システムの標準仕様書案について
は、随時、関係機関と協議し、検討を進
めているところである。

総務省 9114 戸籍の附票に
記載されてい
る者等以外か
らの戸籍の附
票の写しの交
付申出

住民基本台帳
法

5 国民
等

3 地方
等

1-1 実施済 6,266,080 6266080の内
数

市町村長は、当該市町村が
備える戸籍の附票について、
自己の権利を行使し、又は自
己の義務を履行するために戸
籍の附票の記載事項を確認
する必要がある者等から、戸
籍の附票の写しが必要である
旨の申出があり、かつ、当該
申出を相当と認めるときは、
当該申出をする者に当該戸
籍の附票の写しを交付するこ
とができる。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

市町村の住民記録システムについては、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、令和7年
度までに国において策定した統一的な基準（標準仕様）に適合したシステムに移行することが目指されており、
具体的には、各市町村において下記の工程が想定されている。
・令和3年度～令和４年度：推進体制立ち上げ、現行システムの概要調査、現行システムと標準仕様との比較、
移行計画作成
・令和5年度～令和７年度：システム移行時の設定、データ移行、テスト・研修、条例・規則等の改正、既存環境
の設定変更
このように、令和7年度に向けて、現行システムと標準準拠システムとの差異の分析やそれに伴う業務への影響
の確認などの準備行為、データ移行などのシステム移行作業等を行う必要があり、各団体の現行システムの契
約の更新のタイミングも考慮しながら、各団体で検討や調整が進められているところであり、そうした状況の中
で、オンライン利用率について一律に目標を設け、実効的な計画を策定することは困難であると考えておりま
す。

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

　現在、検討を進めている戸籍附票システムの標準仕様書案において、オンライン
による証明書等の申請（公的個人認証サービスを用いた証明書等の電子申請）に
対応するための機能を「実装すべき機能」として位置づけており、令和７年度以
降、この標準仕様に適合したシステムへの全国の市町村の移行状況を踏まえつ
つ、オンライン利用率について調査し、必要な対策を講じる。
　なお、コンビニ交付については、未対応自治体の解消に向けて、コンビニ交付
サービスを運営する地方公共団体情報システム機構と協力し、導入推進に向けた
実証事業を実施し、システム構築・運用のコストなどの課題から導入が進んでいな
かった小規模な団体が安価にサービスを導入できるよう、証明発行サーバをクラ
ウド化し、共同で使用できるシステムを開発したところ。（ただし、コンビニ交付は戸
籍の附票に記載されている者以外への戸籍の附票の写しの交付を対象とする仕
組みではない。）

また、戸籍の附票の記載事項に係る行政機関間の情報連携について、デジタル
手続法（令和元年法律第16号）において令和６年５月30日までに附票ネットワーク
システム（仮称）を構築することとしており、「デジタル社会の実現に向けた重点計
画」（令和３年12月24日閣議決定）のデジタル原則等も踏まえ、利便の増進と行政
の合理化に資するよう、同システムの利用拡大に努めていく。

デジタル庁・法務省・地方公共団体
情報システム機構・市区町村

システム標準化のスケジュールや標準
仕様書については、随時、関係機関と協
議し、検討を進めているところである。

総務省 9115 戸籍の附票に
記載されてい
る者等以外か
らの戸籍の附
票の写しの交
付申出（特定
受任者）

住民基本台帳
法

6 民間
事業
者等

3 地方
等

1-1 実施済 6,266,080 6266080の内
数

市町村長は、当該市町村が
備える戸籍の附票について、
特定事務受任者から、受任し
ている事件又は事務の依頼
者が、自己の権利を行使し、
又は自己の義務を履行する
ために戸籍の附票の記載事
項を確認する必要がある者等
に該当することを理由として、
戸籍の附票の写しが必要で
ある旨の申出があり、かつ、
当該申出を相当と認めるとき
は、当該特定事務受任者に
当該戸籍の附票の写しを交
付することができる。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

市町村の住民記録システムについては、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、令和7年
度までに国において策定した統一的な基準（標準仕様）に適合したシステムに移行することが目指されており、
具体的には、各市町村において下記の工程が想定されている。
・令和3年度～令和４年度：推進体制立ち上げ、現行システムの概要調査、現行システムと標準仕様との比較、
移行計画作成
・令和5年度～令和７年度：システム移行時の設定、データ移行、テスト・研修、条例・規則等の改正、既存環境
の設定変更
このように、令和7年度に向けて、現行システムと標準準拠システムとの差異の分析やそれに伴う業務への影響
の確認などの準備行為、データ移行などのシステム移行作業等を行う必要があり、各団体の現行システムの契
約の更新のタイミングも考慮しながら、各団体で検討や調整が進められているところであり、そうした状況の中
で、オンライン利用率について一律に目標を設け、実効的な計画を策定することは困難であると考えておりま
す。

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

　現在、検討を進めている戸籍附票システムの標準仕様書案において、オンライン
による証明書等の申請（公的個人認証サービスを用いた証明書等の電子申請）に
対応するための機能を「実装すべき機能」として位置づけており、令和７年度以
降、この標準仕様に適合したシステムへの全国の市町村の移行状況を踏まえつ
つ、オンライン利用率について調査し、必要な対策を講じる。
　なお、コンビニ交付については、未対応自治体の解消に向けて、コンビニ交付
サービスを運営する地方公共団体情報システム機構と協力し、導入推進に向けた
実証事業を実施し、システム構築・運用のコストなどの課題から導入が進んでいな
かった小規模な団体が安価にサービスを導入できるよう、証明発行サーバをクラ
ウド化し、共同で使用できるシステムを開発したところ。（ただし、コンビニ交付は戸
籍の附票に記載されている者以外への戸籍の附票の写しの交付を対象とする仕
組みではない。）

また、戸籍の附票の記載事項に係る行政機関間の情報連携について、デジタル
手続法（令和元年法律第16号）において令和６年５月30日までに附票ネットワーク
システム（仮称）を構築することとしており、「デジタル社会の実現に向けた重点計
画」（令和３年12月24日閣議決定）のデジタル原則等も踏まえ、利便の増進と行政
の合理化に資するよう、同システムの利用拡大に努めていく。

デジタル庁・法務省・地方公共団体
情報システム機構・市区町村

システム標準化のスケジュールや戸籍
附票システムの標準仕様書案について
は、随時、関係機関と協議し、検討を進
めているところである。

総務省 9121 署名用電子証
明書の発行の
申請

電子署名等に
係る地方公共
団体情報シス
テム機構の認
証業務に関す
る法律

国民
等

独立行
政法人
等（地
方公共
団体情
報シス
テム機
構）

実施済 5,105,746 マイナンバーカードに係る電
子証明書のうち、署名用電子
証明書の発行申請手続。市
町村の窓口において、対面で
本人確認を行う必要がある。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

マイナンバーカードの申請・交付の手続には、申請者の利便性向上のため、主として①交付時来庁方式（郵送
又はオンラインで申請し、交付時に市区町村窓口で対面での本人確認を行った上でカードを受け取る方式）と②
申請時来庁方式（市区町村窓口で対面での本人確認を行った上で申請し、郵便等により自宅でカードを受け取
る方式）の２つの方式があり、手続中、対面での本人確認が必須となっています。これは、マイナンバーカードの
電子証明書について国際的な基準（NIST SP800-63-A）において規定されている身元確認保証レベルを最高位
のものとする観点からも必須です。
今回の照会において申請時に着目した形でオンライン化率を引き上げる計画を策定することは、交付申請者の
選択肢を交付時来庁方式に限定することにつながるため、計画の策定が困難であると考えています。

⑧現時点で時期を示すことが困
難

令和３年10月～12月におけるマイナンバーカードの申請受付数は約309万枚、そのう
ち申請時来庁方式で申請を受け付けた数は約40万枚、その割合は約13％である。そ
の他は、交付時来庁方式で交付されることとなるものであり、約269万枚、その割合
は約87％である。
マイナンバーカードの申請は、オンラインにより申請するか、郵送により申請するかを
申請者の意向により選択できる環境を整えているところであり、オンラインによる申請
を選択された方は、令和３年10月～12月においては、申請受付数全体のうち約70％
（約216万枚）となっている。
このように、希望する方がオンライン申請を行うことができる環境は既に整えている
が、その上で、QRコード付き申請書をカード未取得者に送付する事業の実施等を通
じて、より多くの方にオンライン申請を促す取組についても、引き続き進めてまいりた
いと考えている。

2



項目番号：1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

（項目番号17を記載した場合）
関係機関と協議を

行う内容・時期

手続名手続ＩＤ 基本計画の策定が困難とする理由の詳細
基本計画の策定が

困難とする理由

オンライン化及び
オンライン利用率の

引上げに向けた
具体的な取組を
開始する時期

具体的な取組内容
及び今後の工程

制度の在り方や
仕組み等について

協議を行う関係機関

所管
府省

手続の概要
（令和元年
度）オンライ
ン手続件数

（令和元年
度）

総手続件数

オンライン
化の実施

状況

手続
の

受手

手続
主体

根拠
法令

「当面の規制改革の実施事項
（令和３年12月22日規制改革
推進会議）」における記載事項

（項目番号14で「現時点で時期を示すことが困難」を選択した場合）
その理由と、解決すれば取組が開始できると考えられる課題

（項目番号14で「取組が適当でない」を選択した場合）
各府省が「取組が適当でない」とする具体的な理由

総務省 10040 利用者証明用
電子証明書の
発行の申請

電子署名等に
係る地方公共
団体情報シス
テム機構の認
証業務に関す
る法律

国民
等

独立行
政法人
等（地
方公共
団体情
報シス
テム機
構）

実施済 5,396,513 マイナンバーカードに係る電
子証明書のうち、利用者証明
用電子証明書の発行申請手
続。市町村の窓口において、
対面で本人確認を行う必要が
ある。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

マイナンバーカードの申請・交付の手続には、申請者の利便性向上のため、主として①交付時来庁方式（郵送
又はオンラインで申請し、交付時に市区町村窓口で対面での本人確認を行った上でカードを受け取る方式）と②
申請時来庁方式（市区町村窓口で対面での本人確認を行った上で申請し、郵便等により自宅でカードを受け取
る方式）の２つの方式があり、手続中、対面での本人確認が必須となっています。これは、マイナンバーカードの
電子証明書について国際的な基準（NIST SP800-63-A）において規定されている身元確認保証レベルを最高位
のものとする観点からも必須です。
今回の照会において申請時に着目した形でオンライン化率を引き上げる計画を策定することは、交付申請者の
選択肢を交付時来庁方式に限定することにつながるため、計画の策定が困難であると考えています。

⑧現時点で時期を示すことが困
難

令和３年10月～12月におけるマイナンバーカードの申請受付数は約309万枚、そのう
ち申請時来庁方式で申請を受け付けた数は約40万枚、その割合は約13％である。そ
の他は、交付時来庁方式で交付されることとなるものであり、約269万枚、その割合
は約87％である。
マイナンバーカードの申請は、オンラインにより申請するか、郵送により申請するかを
申請者の意向により選択できる環境を整えているところであり、オンラインによる申請
を選択された方は、令和３年10月～12月においては、申請受付数全体のうち約70％
（約216万枚）となっている。
このように、希望する方がオンライン申請を行うことができる環境は既に整えている
が、その上で、QRコード付き申請書をカード未取得者に送付する事業の実施等を通
じて、より多くの方にオンライン申請を促す取組についても、引き続き進めてまいりた
いと考えている。

総務省 10090 個人番号カー
ドの再交付申
請

行政手続にお
ける特定の個
人を識別する
ための番号の
利用等に関す
る法律の規定
による通知
カード及び個
人番号カード
並びに情報提
供ネットワーク
システムによる
特定個人情報
の提供等に関
する省令

国民
等

地方等 実施済 2,595,122 既に交付を受けているマイナ
ンバーカードを紛失した場合

等における再交付に関する手
続。申請時又は交付時に、市
町村の窓口において、対面で
の本人確認を実施している。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

マイナンバーカードの申請・交付の手続には、申請者の利便性向上のため、主として①交付時来庁方式（郵送
又はオンラインで申請し、交付時に市区町村窓口で対面での本人確認を行った上でカードを受け取る方式）と②
申請時来庁方式（市区町村窓口で対面での本人確認を行った上で申請し、郵便等により自宅でカードを受け取
る方式）の２つの方式があり、手続中、対面での本人確認が必須となっています。これは、マイナンバーカードの
電子証明書について国際的な基準（NIST SP800-63-A）において規定されている身元確認保証レベルを最高位
のものとする観点からも必須です。
今回の照会において申請時に着目した形でオンライン化率を引き上げる計画を策定することは、交付申請者の
選択肢を交付時来庁方式に限定することにつながるため、計画の策定が困難であると考えています。

⑧現時点で時期を示すことが困
難

令和３年10月～12月におけるマイナンバーカードの申請受付数は約309万枚、そのう
ち申請時来庁方式で申請を受け付けた数は約40万枚、その割合は約13％である。そ
の他は、交付時来庁方式で交付されることとなるものであり、約269万枚、その割合
は約87％である。
マイナンバーカードの申請は、オンラインにより申請するか、郵送により申請するかを
申請者の意向により選択できる環境を整えているところであり、オンラインによる申請
を選択された方は、令和３年10月～12月においては、申請受付数全体のうち約70％
（約216万枚）となっている。
このように、希望する方がオンライン申請を行うことができる環境は既に整えている
が、その上で、QRコード付き申請書をカード未取得者に送付する事業の実施等を通
じて、より多くの方にオンライン申請を促す取組についても、引き続き進めてまいりた
いと考えている。

総務省 8921 行政相談の申
出

総務省設置法 5 国民
等

1 国 1-1 実施済 163,689 9,450 行政相談は、担当行政機関と
は異なる立場から、行政など
への苦情や意見、要望を受
け、その解決や実現を促進す
るとともに、行政の制度や運
営の改善に生かす仕組みで
ある。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

当該手続は、対面、電話、FAX、電子メールで受け付けており、オンライン化（平成10年）はすでに実施済みであ
るが、行政相談の申出の特徴として、相談者からの相談に対し、職員や行政相談委員が双方向の対話により
対応することが多く、オンライン利用率の高低は申請者（相談者）の都合に拠るところが大きいため。

④令和５年上期 ○　行政相談の申出（「苦情の申出」（総務省設置法第４条第１項第14号））につい
ては、対面、電話、FAX、電子メール等で受け付けており、オンライン化（電子メー
ルによる苦情の申出）は、平成10年に既に実施済みである。
　苦情の申出（行政相談）は、他の一般的な行政手続とは異なり、一定の書式によ
りその申請や届出が定められ、また、その申出事項が法令で定められているもの
ではなく、その対応の特徴として、職員や行政相談委員が、相談者からの具体的
な相談内容を、主に、双方向の対話により伺いながら、参考となる助言や教示を
し、必要に応じて関係機関に相談内容に関する照会等をした上で回答するなどの
対応を行っている。
　このため、どのような手段で苦情を申し出るかは、相談者が抱えている相談内容
に拠るところが大きく、オンライン利用率を引き上げるために、行政機関の側で特
定の手段に誘導する性質のものではなく、むしろ、苦情を受け付けられるあらゆる
手段を用意しておくことが肝要だと考える。
○　令和３年９月に公表された世論調査結果では、相談の利用方法について、
メール相談については若年層・中年層にニーズが見られ、電話相談や相談所での
相談については、若年層から高齢層まで幅広くニーズが見られた。
　また、現在、行政相談の受付については、デジタルの活用の観点から、令和３年
度補正予算（政府情報システム緊急整備費）において手当てすることとなった、行
政相談委員に対するオンライン相談の予約やメール相談の受付等を行うめの「行
政相談委員ウェブサイト」を整備中である。
○　このため、引き続き、国民のニーズの把握に努めながら、上記ウェブサイトが
整備され、当該サイトを活用した行政相談委員の活動が一定程度安定すると考え
られる、令和５年度を目途に、オンライン利用率の引き上げに向けた具体的な取
組を検討する。

なし

総務省 212060 行政文書の開
示請求

行政機関の保
有する情報の
公開に関する
法律（平成11
年法律第42
号）

7 国民
等、民
間事
業者
等

1 国
実施済（一部
の府省にお
いては未実
施）

169,554 8,803 行政機関の保有する情報の
公開に関する法律第３・４条
に基づき、行政機関の長に対
し、当該行政機関の保有する
行政文書の開示を請求できる
手続。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

情報公開請求のオンライン化については、「国民の利便性の向上」と「行政の業務の効率化」のバランスを考え
ながら業務プロセス全体の検討を行う必要があり、「請求の受付」や「開示の実施」といった業務の一部分だけで
なく、「対象文書の探索・特定」や「開示・不開示の判断」を含めた情報公開業務のプロセス全体を一貫してデジ
タル化することが必要であると考えている。
　現在、内閣府において、「行政文書の電子的管理についての基本的な方針」（平成31年３月総理決定）に基づ
いて、令和８年度までの文書管理全体の自動化に向けて、業務フローや仕様の検討が進められているところ、
その状況を踏まえ、各府省が情報公開法に基づく事務を確実・効率的に処理できるようにする上で、どのような
ことが必要かについて今後調査や検討を行うこととしており、計画策定についてもその状況を踏まえて判断する
必要がある。

g　総務省は、行政文書の開示請求につい
て、内閣府における行政文書の電子的管理
の検討状況を踏まえ、情報公開業務のプロ
セス全体が効率化されるよう留意しつつ、オ
ンライン化及びオンライン利用率の引上げに
向け、可能なものから順次必要な措置を講ず
る。あわせて、各府省と連携して、手数料の
キャッシュレス化を推進する。
【可能なものから順次措置】

⑧現時点で時期を示すことが困
難

　「当面の規制改革の実施事項」（令和３年12月22日規制改革推進会議）におい
て、「内閣府における行政文書の電子的管理の検討状況を踏まえ」とされているよ
うに、内閣府における文書管理のデジタル化の検討状況を踏まえた上で、エンド
ツーエンドで設計する必要があるので、現時点で具体的な取組内容や見通しを示
すことは困難であるが、文書管理のデジタル化の枠組みや仕様が提示された際に
は、これと整合的に開示請求事務のオンライン化の枠組みを設計できるよう、各府
省の業務処理の実態の把握や課題の整理を進めてまいりたい。
　また、手数料のキャッシュレス化については、今国会に提出されている「情報通
信技術を利用する方法による国の歳入等の納付に関する法律案」を踏まえ、
キャッシュレスで手数料納付を行う場合における運用上の留意点を整理してまいり
たい。

　左に掲げたように、内閣府において、「行政文書の電子的管理についての基本的な
方針」（平成31年３月総理決定）に基づいて、令和８年度までの文書管理全体の自動
化に向けて、業務フローや仕様の検討が進められているところ、その状況を踏まえる
必要がある。

総務省 212004 行政文書に係
る開示の実施
の申出

行政機関の保
有する情報の
公開に関する
法律（平成11
年法律第42
号）

7 国民
等、民
間事
業者
等

1 国
実施済（一部
の府省にお
いては未実
施）

164,561 538 行政機関の保有する情報の
公開に関する法律第14条第2
項に基づき、当該開示決定を
した行政機関の長に対し、そ
の求める開示の実施の方法
その他の政令で定める事項を
申し出る手続

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

上記と同旨。 g　総務省は、行政文書の開示請求につい
て、内閣府における行政文書の電子的管理
の検討状況を踏まえ、情報公開業務のプロ
セス全体が効率化されるよう留意しつつ、オ
ンライン化及びオンライン利用率の引上げに
向け、可能なものから順次必要な措置を講ず
る。あわせて、各府省と連携して、手数料の
キャッシュレス化を推進する。
【可能なものから順次措置】

⑧現時点で時期を示すことが困
難

上記と同旨。 上記と同旨。

総務省 11877 経済センサス‐
基礎調査

経済センサス
基礎調査規則

6 民間
事業
者等

1 国 1-1 実施済 710,000程度 210,000程度 経済センサス‐基礎調査は、
我が国のすべての産業分野
における事業所の活動状態
等の基本的構造を全国及び
地域別に明らかにするととも
に、事業所・企業を対象とす
る各種統計調査の母集団情
報を整備することを目的とし
て実施する基幹統計調査であ
る。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

令和６年度以降の調査のため、現時点は、見直しのための統計委員会への諮問案の検討中であり、統計委員
会で審議する状況ではないが、統計委員会での審議が終了次第、速やかに検討を開始する。

⑥令和６年上期 前回回答時と変らず、現在、令和６年度中の実施に向け、調査実施時期を含め、
調査方法、調査事項等を検討しているところである。
統計委員会における審議時期は決まっていないが、令和５年度中には統計委員
会における審議を終了し、答申を得られるようにと考えており、オンライン化促進の
具体的手法の検討は、少なくとも統計委員会における答申後の予定である。

法務省 13112 上陸の申請 出入国管理及
び難民認定法

国民
等

国 未実施 約10万件以上 なし 上陸申請時に個人識別情報
（指紋及び顔写真）を提供し，
上陸のための審査を受ける。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

法令により，本邦に上陸しようとする外国人は，上陸しようとする出入国港において，個人識別情報を提供し，
上陸のための審査を受けなければならないとされており，オンライン化に馴染まない。
なお，申請者の利便性向上の観点から，上陸時に提出する外国人入国記録（ＥＤカード）の電子化を検討してい
る。

①令和４年３月時点で既に取組
を開始

令和３年１２月２０日、新規入国する外国人について外国人入国記録（ＥＤカード）
の電子化を実施済み。

法務省 13152 債権譲渡登記
事項概要証明
書等の交付請
求

動産及び債権
の譲渡の対抗
要件に関する
民法の特例等
に関する法律

7  国
民等、
民間
事業
者等

1 国 1-1　実施済 686,614 486,187 指定法務局等の登記官に対
し，債権の譲渡について，登
記事項証明書（債権譲渡登記
ファイルに記録されている事
項を記載した書面）及び登記
事項概要証明書（債権譲渡登
記ファイルに記録されている
登記事項の概要を証明した書
面）の交付を請求し，又は本
店等所在地法務局等の登記
官に対し，概要記録事項証明
書（債権譲渡登記概要ファイ
ルに記録されている事項を証
明した書面）の交付を請求す
る手続である。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

オンライン利用率目標の設定や，利用率を引き上げるための課題抽出及び課題解決のためのアクションプラン
の作成に当たっては，オンライン手続に係る現在の利用状況や業務システムの改修等を含む取組の実現可能
性を分析する必要がある。また，その分析に当たる前提として，手続の受手である地方官署（法務局）におけ
る，対象手続の利用状況や実施する取組を取りまとめの上整理する必要がある。
以上のことから，基本計画の作成には相当の時間を要するため，これを10月初旬までに策定することは困難で
ある。
　なお，取りまとめに要する期間は令和3年度中を目途とする。

h　法務省は、供託の申請及び供託物の払渡
請求、動産譲渡登記事項概要証明書等の交
付請求について、令和３年度中にオンライン
利用率の引上げに向けた利用状況等の分析
を完了し、令和４年度から速やかにオンライ
ン利用率を大胆に引き上げる取組を着実に
推進する。
【（利用状況等の分析）令和３年度措置、（オ
ンライン利用率を大胆に引き上げる取組）令
和４年度から速やかに措置】

①令和４年３月時点で既に取組
を開始

オンライン手続の利用状況や業務システムの改修等を含む取組の実現可能性に
ついて分析を行い、令和４年３月に基本計画を策定した。

なし

法務省 13153 供託の申請，
供託物の払渡
請求

供託法 7 国民
等、民
間事
業者
等

1 国 1-1　実施済 587,566 151,162 供託の申請とは，所定の供託
書及び添付書類等を供託金
とともに管轄供託所に提出
し，管轄供託所において審査
の上，受け入れる手続であ
る。
供託物の払渡請求とは，保管
されている供託金について，
供託者又は被供託者から払
渡請求がされた際に，請求
書，添付書類及び副本ファイ
ルの記録によって審査の上，
これを払い渡す手続である。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

基本計画の作成に当たっては，達成すべきオンライン利用率の目標値について，現状の利用率を分析の上で
決定する必要がある。また，目標達成に当たって講じる取組内容については，全国に存在する地方官署（法務
局・地方法務局）において実施すべき取組を取りまとめた上で決定する必要がある。さらに，システムの改修に
よる取組については，予算措置が必要なものがあるため，その内容については，予算措置を含めた実現可能性
を検討する必要がある。
以上の理由により，基本計画の作成には相当の時間を要するため，これを10月までに策定することは困難であ
る。
　なお，取りまとめに要する期間は令和3年度中を目途とする。

h　法務省は、供託の申請及び供託物の払渡
請求、動産譲渡登記事項概要証明書等の交
付請求について、令和３年度中にオンライン
利用率の引上げに向けた利用状況等の分析
を完了し、令和４年度から速やかにオンライ
ン利用率を大胆に引き上げる取組を着実に
推進する。
【（利用状況等の分析）令和３年度措置、（オ
ンライン利用率を大胆に引き上げる取組）令
和４年度から速やかに措置】

②令和４年上期 オンライン利用率を引き上げるための具体的取組として、供託規則（昭和３４年法
務省令第２号）の一部改正を進めており、令和４年４月中に公布される予定である
（施行は、同年９月１日を予定。）。

なし
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（項目番号17を記載した場合）
関係機関と協議を

行う内容・時期

手続名手続ＩＤ 基本計画の策定が困難とする理由の詳細
基本計画の策定が

困難とする理由

オンライン化及び
オンライン利用率の

引上げに向けた
具体的な取組を
開始する時期

具体的な取組内容
及び今後の工程

制度の在り方や
仕組み等について

協議を行う関係機関

所管
府省

手続の概要
（令和元年
度）オンライ
ン手続件数

（令和元年
度）

総手続件数

オンライン
化の実施

状況

手続
の

受手

手続
主体

根拠
法令

「当面の規制改革の実施事項
（令和３年12月22日規制改革
推進会議）」における記載事項

（項目番号14で「現時点で時期を示すことが困難」を選択した場合）
その理由と、解決すれば取組が開始できると考えられる課題

（項目番号14で「取組が適当でない」を選択した場合）
各府省が「取組が適当でない」とする具体的な理由

法務省 13156 動産譲渡登記
事項概要証明
書等の交付請
求

動産及び債権
の譲渡の対抗
要件に関する
民法の特例等
に関する法律

7 国民
等、民
間事
業者
等

1 国 1-1 実施済 270,102 252,563 指定法務局等の登記官に対
し，動産の譲渡について，登
記事項証明書（動産譲渡登記
ファイルに記録されている事
項を記載した書面）及び登記
事項概要証明書（動産譲渡登
記ファイルに記録されている
登記事項の概要を証明した書
面）の交付を請求し，又は本
店等所在地法務局等の登記
官に対し，概要記録事項証明
書（動産譲渡登記概要ファイ
ルに記録されている事項を証
明した書面）の交付を請求す
る手続である。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

オンライン利用率目標の設定や，利用率を引き上げるための課題抽出及び課題解決のためのアクションプラン
の作成に当たっては，オンライン手続に係る現在の利用状況や業務システムの改修等を含む取組の実現可能
性を分析する必要がある。また，その分析に当たる前提として，手続の受手である地方官署（法務局）におけ
る，対象手続の利用状況や実施する取組を取りまとめの上整理する必要がある。
以上のことから，基本計画の作成には相当の時間を要するため，これを10月初旬までに策定することは困難で
ある。
　なお，取りまとめに要する期間は令和3年度中を目途とする。

h　法務省は、供託の申請及び供託物の払渡
請求、動産譲渡登記事項概要証明書等の交
付請求について、令和３年度中にオンライン
利用率の引上げに向けた利用状況等の分析
を完了し、令和４年度から速やかにオンライ
ン利用率を大胆に引き上げる取組を着実に
推進する。
【（利用状況等の分析）令和３年度措置、（オ
ンライン利用率を大胆に引き上げる取組）令
和４年度から速やかに措置】

①令和４年３月時点で既に取組
を開始

オンライン手続の利用状況や業務システムの改修等を含む取組の実現可能性に
ついて分析を行い、令和４年３月に基本計画を策定した。

なし

法務省 13158 不動産登記に
係る登記事項
要約書等の交
付請求等

不動産登記法 7  国
民等，
民間
事業
者等

1  国 1-1 実施済 25,608,152 － 登記事項要約書等を交付す
る手続である。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

登記事項要約書の交付請求は，証明書（第三者に提供するもの）の請求とは別に，飽くまでも登記情報を請求
者本人が確認するためのものである。その上で，この確認をオンラインで行うとしてオンライン登記情報提供の
手続が別に独立に設けられており，この要約書の交付手続は紙ベースでの確認の手続として作られたものであ
る。したがって，要約書の交付手続においてオンライン化の計画策定をする必要はないと考えている（登記情報
提供の手続については，ID13146において計画策定が行われる。）。

⑨取組が適当でない 　不動産登記に係る登記事項要約書は、不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）
第１１９条第２項に規定する「登記記録に記録されている事項の概要を記載した書
面」であり、電子情報処理組織による登記事務処理の円滑化のための措置等に関す
る法律（昭和６０年法律第３３号）に基づき、登記事項を登記ファイルに移行すること
に伴い、それまで実施されていた登記簿の閲覧（登記簿の原本をその管轄登記所に
おいて直接視認するもの）をすることができなくなることから、登記事項の概要を記載
した書面を登記所の窓口で交付するものとして措置されたものである。
　上記のとおり、登記事項要約書はあくまでも登記所の窓口で交付するものである一
方で、電気通信回線による登記情報の提供に関する法律（平成１１年法律第２２６
号）に基づき、登記情報提供サービスを実施しているところ、同サービスはインター
ネット上で、登記事項を閲覧することができるものとして措置されたものであり、同
サービスによりインターネット上で登記事項の確認は可能となっていることから、登記
事項要約書が提供する便益は、インターネット上でも既に実現されている状況にあ
る。
　なお、規制改革実施計画（令和３年６月１８日閣議決定）の「１．デジタルガバメント
の推進分野」にて、「（３）オンライン利用の促進」に記載の「５.オンライン利用率を大
胆に引上げる取組」を踏まえ、不動産登記に係る登記事項証明書等の交付請等の手
続についてもオンライン利用率の引上げを目指すこととされており、その取組が進む
中で、登記事項要約書の交付請求数は減少する見込みである。

法務省 13534 印鑑の提出 商業登記法 7 国民
等、民
間事
業者
等

1 国 1-1 実施済 1 約10万件以
上

－ 法人の代表者等が登記所に
申請書に押印する印鑑を提
出する手続である。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

法人の代表者等の印鑑の提出については，そのほとんどが法人の設立登記や代表者の変更登記と同時に行
われる手続であるところ，既に策定・公表されている商業・法人登記に係る基本計画に従って登記申請のオンラ
イン利用率を引き上げていくことにより，印鑑の提出に係るオンライン利用率も当然に引き上げられることから，
別途基本計画を策定することにはよらず，商業法人登記申請にかかる基本計画の中でオンライン利用率の向
上を図ることとする。

②令和４年上期 商業・法人登記に係る基本計画に組み込む。

法務省 96095 監査報告書の
提出

外国人の技能
実習の適正な
実施及び技能
実習生の保護
に関する法律

7 国民
等、民
間事
業者
等

2 独立
行政法
人等

2-1 未実施 １０万件以上 監理団体が実習監理を行う実
習実施者に対する監査結果
について，外国人技能実習機
構に提出するもの。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

オンライン化方針であるものの、受け入れ側（手続の受け手）において、少なくとも令和４年３月までオンライン化
対象の業務については、調査研究を行っているため、その結果を踏まえたシステム調達等の見通しが立たない
限り基本計画の策定は困難。
令和４年４月以降､遅くとも令和４年度中に基本計画の策定を行う。

i　法務省及び厚生労働省は、外国人の技能
実習の適正な実施及び技能実習生の保護に
関する法律（平成28年法律第89号）に基づく
監査報告書の提出及び技能実習計画の認
定申請について、令和３年度末まで実施され
ている調査研究の結果を踏まえ、可能な限り
前倒しを図りつつ、オンライン化及びオンライ
ン利用率の引上げについて、可能なものから
順次必要な措置を講ずる。
【令和３年度末まで実施されている調査研究
の結果を踏まえ、可能な限り前倒しを図りつ
つ、可能なものから順次措置】

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

外国人技能実習機構において、令和４年３月まで、オンライン化の手法等について
検討するため、現在の施行状況やシステム導入による影響について、調査してお
り、令和７年末までにオンライン化する予定である。

外国人技能実習機構 外国人技能実習機構における調査結果
を踏まえ、令和４年４月以降、オンライン
化の手法やシステムの設計等について
協議を行う。

法務省 13147 後見登記等の
申請

後見登記等に
関する法律

7 国民
等、民
間事
業者
等

1 国 1-1 実施済 160,208 3,220 ・家庭裁判所等が国に対し
て，審判等の結果に基づき，
後見等に関する事項について
後見登記等ファイルへの記録
を求める手続である。
・申請人等が国に対して，後
見登記等ファイルに記載され
ている後見人等の住所の変
更や後見人等の死亡による
後見登記の終了の記録への
記録を求める手続である。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

①　本件の対象となる手続主体は，
「５　国民等」「６民間事業者等」「７国民等，民間事業者等」
とされているところ，作業要領から「裁判所」が含まれないことが確認できる。
したがって，後見登記等の申請における「国民等，民間事業者等」が手続主体となる事件数は，５～６万程度で
あることから，本件の対象外と考えている。
なお，行政手続の棚卸しにおいては，手続名や総事件数の記載が求められているところ，後見登記の手続は，
大きく分けて「登記等の申請」と「証明書の交付請求」があることから，それぞれについて記載している。
「登記の申請」の手続については，総手続件数が約１６万件であるところ，手続主体には裁判所等も含まれるこ
とから，行政手続の棚卸しの備考欄には対象外となる手続主体も含んだものであることを明記している。

②　嘱託は，裁判所からされるものであり，国民による国への手続ではない。国民は，裁判所に対し，後見等の
開始の審判の申立てを行う。嘱託の登記は，あくまで国と裁判所間の手続であって（家事事件手続法第１１６
条），嘱託方法が書面申請であるかオンライン申請であるかは国民の利便性には直結しない。

⑧現時点で時期を示すことが困
難

後見登記等の申請のうち、「国民等、民間事業者等」が手続主体となる事件数は５～
６万件程度である。その他の事件における手続主体は裁判所等であるため、本件手
続は基本計画策定の対象外であり、除外されるべきものである。
　なお、裁判所からの嘱託手続については、必要に応じて検討を要するものと考えて
いる。

外務省 14329 在外公館にお
ける査証の発
給申請

外務省設置法 国民
等、民
間事
業者
等

国 未実施 8,277,340
（注：本手続件
数は通例暦年
で公表してお
り、当該件数

は令和元年の
数値）

0 オンラインによる査証申請を
可能にするとともに、電子査
証の導入を目指すもの。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

当初、２０２０年４月より次世代査証発給システムによる観光目的の査証のオンライン申請及び電子査証の発給
を、在中国公館において導入予定であったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、導入を延期した経緯
がある。
2021年8月現在、国際的な人の往来については正常化の目処が立っていないことから、本件システムの導入開
始時期を見通すことが困難であり、オンライン化実施計画の策定もできない状況である。
当該システム自体は既に整備されており、新型コロナウイルスの感染拡大が収束し、国際的な人の往来の再開
の目途が立った暁には、同システム導入及び基本計画等の策定は可能。

k　外務省は、在外公館における査証の発給
申請について、国際的な人の往来の再開状
況を踏まえつつ、オンライン化及びオンライン
利用率を大胆に引き上げる取組を着実に推
進する。
【可能なものから順次措置】

①令和４年３月時点で既に取組
を開始

次世代査証発給・渡航認証管理システムの運用経費（令和４年度）　２３３，１１９
千円

新型コロナウイルスの感染拡大が収束し、国際的な人の往来の再開の目途が
立った段階で次世代査証発給システム導入及び基本計画等の策定が可能となる
よう準備を進めている。

出入国在留管理庁 これまでも協議を行ってきており、今後も
必要に応じ随時行っていく。

外務省 14331 IC旅券事前登
録制度による
旅券登録申請

外務省設置法 国民
等

国 未実施 100933
（注：本手続件
数は通例暦年
で公表してお
り、当該件数

は令和元年の
数値）

0 インドネシアのIC旅券所持者
に対し、旅券の事前登録によ
る査証免除制度のオンライン
申請及び電子渡航認証の導
入実現を目指すもの。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

当初、２０２０年４月より渡航認証管理システムによるＩＣ旅券事前登録のオンライン申請を、在インドネシア公館
において導入予定であったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、導入を延期している。
2021年8月現在、国際的な人の往来は正常化の目処が立っていないことから、本件システムの導入開始時期を
見通すことが困難であり、オンライン化実施計画の策定もできない状況である。
当該システム自体は既に整備されており、新型コロナウイルスの感染拡大が収束し、国際的な人の往来の再開
の目途が立った暁には、同システム導入及び基本計画等の策定は可能。

k　外務省は、在外公館における査証の発給
申請について、国際的な人の往来の再開状
況を踏まえつつ、オンライン化及びオンライン
利用率を大胆に引き上げる取組を着実に推
進する。
【可能なものから順次措置】

①令和４年３月時点で既に取組
を開始

次世代査証発給・渡航認証管理システムの運用経費（令和４年度）　２３３，１１９
千円

新型コロナウイルスの感染拡大が収束し、国際的な人の往来の再開の目途が
立った段階で渡航管理認証システム導入及び基本計画等の策定が可能となるよ
う準備を進めている。

出入国在留管理庁 これまでも協議を行ってきており、今後も
必要に応じ随時行っていく。

財務省 54689 被扶養者に係
る届出

国家公務員共
済組合法53条
1項

5　国
民等

2 独立
行政法
人等

2-1 未実施 約10万件以上 0 組合員に被扶養者の要件を
備える者が生じた場合等に、
組合にその旨の届出を行う手
続。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

当該手続きは、e-Govを活用してオンライン化することを予定しており、総務省行政管理局に要件定義のアン
ケートを提出しているが、現時点において実現の目途が示されていない。共済組合の業務システムのクラウド化
等について、10月中にデジタル庁に相談することを予定しており、基本計画はデジタル庁との協議を踏まえて策
定することとしたい。

l　財務省は、国家公務員共済組合法におけ
る被扶養者に係る届出等について、速やか
にデジタル庁との調整を完了し、オンライン
化及びオンライン利用率を大胆に引き上げる
取組を着実に推進する。
  なお、取組を進めるに当たっては、経済産
業省において、中小企業基盤整備機構が行
う「中小企業倒産防止共済（経営セーフティ
共済）及び小規模企業共済」で抜本的なＢＰ
Ｒ（Business Process Re-engineering）とデジ
タル化が進められていることを参考に、オン
ライン利用率を大胆に引き上げる基本計画
等を策定する。
【速やかに検討を開始し、令和３年度から必
要な取組を開始】

①令和４年３月時点で既に取組
を開始

当該手続きについては、e-Gov電子申請サービスと今後リリース予定のe-Gov審
査支援サービスを活用したオンライン化を検討しており、デジタル庁等と協議・調
整等を既に開始している。
デジタル庁等との調整次第になるが、e-Govを活用した申請届出のオンライン化に
ついては、遅くとも令和6年度から開始することを予定している。
なお、国共済組合の内部手続きも含めた国共済手続きの完全オンライン化につい
ては、次期標準共済システム稼働後に行うことを検討している。

デジタル庁、国家公務員共済組合
等

国共済手続きをオンライン化するに当
たってのe-Gov電子申請・審査支援サー
ビスの活用方法等について協議・調整
等を進めている。

財務省 54622 療養費請求書
の提出

国家公務員共
済組合法施行
規則102条1項

5　国
民等

2 独立
行政法
人等

2-1 未実施 298,700程度 0 療養費の支給を受けようとす
る組合員が、組合に請求書を
提出する手続。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

当該手続きは、e-Govを活用してオンライン化することを予定しており、総務省行政管理局に要件定義のアン
ケートを提出しているが、現時点において実現の目途が示されていない。共済組合の業務システムのクラウド化
等について、10月中にデジタル庁に相談することを予定しており、基本計画はデジタル庁との協議を踏まえて策
定することとしたい。

l　財務省は、国家公務員共済組合法におけ
る被扶養者に係る届出等について、速やか
にデジタル庁との調整を完了し、オンライン
化及びオンライン利用率を大胆に引き上げる
取組を着実に推進する。
  なお、取組を進めるに当たっては、経済産
業省において、中小企業基盤整備機構が行
う「中小企業倒産防止共済（経営セーフティ
共済）及び小規模企業共済」で抜本的なＢＰ
Ｒ（Business Process Re-engineering）とデジ
タル化が進められていることを参考に、オン
ライン利用率を大胆に引き上げる基本計画
等を策定する。
【速やかに検討を開始し、令和３年度から必
要な取組を開始】

①令和４年３月時点で既に取組
を開始

当該手続きについては、e-Gov電子申請サービスと今後リリース予定のe-Gov審
査支援サービスを活用したオンライン化を検討しており、デジタル庁等と協議・調
整等を既に開始している。
デジタル庁等との調整次第になるが、e-Govを活用した申請届出のオンライン化に
ついては、遅くとも令和6年度から開始することを予定している。
なお、国共済組合の内部手続きも含めた国共済手続きの完全オンライン化につい
ては、次期標準共済システム稼働後に行うことを検討している。

デジタル庁、国家公務員共済組合
等

国共済手続きをオンライン化するに当
たってのe-Gov電子申請・審査支援サー
ビスの活用方法等について協議・調整
等を進めている。

4
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（項目番号17を記載した場合）
関係機関と協議を

行う内容・時期

手続名手続ＩＤ 基本計画の策定が困難とする理由の詳細
基本計画の策定が

困難とする理由

オンライン化及び
オンライン利用率の

引上げに向けた
具体的な取組を
開始する時期

具体的な取組内容
及び今後の工程

制度の在り方や
仕組み等について

協議を行う関係機関

所管
府省

手続の概要
（令和元年
度）オンライ
ン手続件数

（令和元年
度）

総手続件数

オンライン
化の実施

状況

手続
の

受手

手続
主体

根拠
法令

「当面の規制改革の実施事項
（令和３年12月22日規制改革
推進会議）」における記載事項

（項目番号14で「現時点で時期を示すことが困難」を選択した場合）
その理由と、解決すれば取組が開始できると考えられる課題

（項目番号14で「取組が適当でない」を選択した場合）
各府省が「取組が適当でない」とする具体的な理由

財務省 54911 家族療養費請
求書の提出

国家公務員共
済組合法施行
規則105条2項

5　国
民等

2 独立
行政法
人等

2-1 未実施 540,000程度 0 家族療養費の支給を受けよう
とする組合員が、組合に請求
書を提出する手続。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

当該手続きは、e-Govを活用してオンライン化することを予定しており、総務省行政管理局に要件定義のアン
ケートを提出しているが、現時点において実現の目途が示されていない。共済組合の業務システムのクラウド化
等について、10月中にデジタル庁に相談することを予定しており、基本計画はデジタル庁との協議を踏まえて策
定することとしたい。

l　財務省は、国家公務員共済組合法におけ
る被扶養者に係る届出等について、速やか
にデジタル庁との調整を完了し、オンライン
化及びオンライン利用率を大胆に引き上げる
取組を着実に推進する。
  なお、取組を進めるに当たっては、経済産
業省において、中小企業基盤整備機構が行
う「中小企業倒産防止共済（経営セーフティ
共済）及び小規模企業共済」で抜本的なＢＰ
Ｒ（Business Process Re-engineering）とデジ
タル化が進められていることを参考に、オン
ライン利用率を大胆に引き上げる基本計画
等を策定する。
【速やかに検討を開始し、令和３年度から必
要な取組を開始】

①令和４年３月時点で既に取組
を開始

当該手続きについては、e-Gov電子申請サービスと今後リリース予定のe-Gov審
査支援サービスを活用したオンライン化を検討しており、デジタル庁等と協議・調
整等を既に開始している。
デジタル庁等との調整次第になるが、e-Govを活用した申請届出のオンライン化に
ついては、遅くとも令和6年度から開始することを予定している。
なお、国共済組合の内部手続きも含めた国共済手続きの完全オンライン化につい
ては、次期標準共済システム稼働後に行うことを検討している。

デジタル庁、国家公務員共済組合
等

国共済手続きをオンライン化するに当
たってのe-Gov電子申請・審査支援サー
ビスの活用方法等について協議・調整
等を進めている。

財務省 56772 他法令の規定
による許可、承
認等の事項の
証明手続

関税法第70条 7 国民
等、民
間事
業者
等

1 国 1-1 実施済 1,715,862 1,404,331 関税関係法令以外の法令（他
法令）による許可、承認が必
要な貨物に関して、関係省庁
が発給する証明書等により、
他法令の許可・承認を受けた
旨を確認する手続き。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

現状、税関としては電子化（NACCSによる証明書等の電子的提出）の土壌を整えており、その証拠に輸入申告
（手続ID：57095）のオンライン利用率は99.9%を超えている。税関において確認している他法令は、輸入29法令、
輸出13法令があり、その法令ごとに税関に提出することとされている証明書等は様々である。このうちオンライ
ンにより税関への提出が行われていないものは、他法令所管省庁又は海外機関発給の税関への証明書の提
出が紙媒体で行われている。
これは、他法令所管省庁等において証明書の発行が紙媒体でされており、かつ、他法令所管省庁において税
関への証明書のPDF等写しによる提出を認めていないことによるものである。
このため、他法令所管省庁による取組次第によるもので財務省における基本計画の策定になじむ事項ではな
いものの、引き続き、他法令確認に係る証明書のPDF等写しによる税関への提出の実現に向けて他法令所管
省庁へ要請していく。

⑧現時点で時期を示すことが困
難

他法令所管省庁との通関に関連する業務上のやりとりにおいて、証明書のPDF等
写しによる税関への提出を認めるよう要請しているところ。引き続き、他法令確認
に係る証明書のPDF等写しによる税関への提出の実現に向けて他法令所管省庁
へ要請していく。

他法令所管省庁等において証明書の発行が紙媒体でされており、かつ、他法令所管
省庁において税関への証明書のPDF等写しによる提出を認めていないため、他法令
所管省庁がPDF等の写しによる税関への提出が認めていただく必要がある。

経済産業省、警察庁、環境省、文化
庁　等

輸入貿易管理令、銃砲刀剣類所持等取
締法、特定外来生物による生態系等に
係る被害の防止に関する法律、文化財
保護法等の規制対象貨物の輸出入を行
うにあたり必要な証明書・許可書等の提
出方法を他法令所管省庁等において検
討いただく必要がある。

財務省 55631 納入者からの
納入告知書等
の受領

日本銀行国庫
金取扱規程

7 国民
等、民
間事
業者
等

2 独立
行政法
人等

1-1 実施済 132,800,000程
度（推計値）

82,900,000程
度（推計値）

当該手続は、日本銀行が納
入者から納入告知書又は納
付書を添え（または納付情報
により）、現金の納付を受けた
ときは、これを領収する規定
である。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

当該手続における具体的な実施については、各府省において所管・運用されるものであり、オンライン利用率を
向上させるにあたっては、各府省における個々業務ごとの改善が必要であるため、当該手続項目における基本
計画の策定は困難である。

⑧現時点で時期を示すことが困
難

・日本銀行は、「日本銀行国庫金取扱規程」の定めるところにより、国庫金の出納並
びに政府預金に関する事務を取り扱わなければならないものとされている。
・「手続ＩＤ55631納入者からの納入告知書等の受領」は、日本銀行が納入者から納入
告知書又は納付書を添え（または納付情報により）、現金の納付を受けたときは、こ
れを領収する規定であり、オンライン・非オンラインによる方法を認めるか否かについ
ては納入告知書等の発出権限を有する各省各庁が判断すべきものであることから、
制度を所管していない立場の当課において、各省各庁における困難である理由と解
決すれば取組が開始できると考えられる課題を述べることは困難である。

財務省 55657 保管金を提出
すべき者から
の保管金振込
書の受領

日本銀行国庫
金取扱規程

7 国民
等、民
間事
業者
等

2 独立
行政法
人等

1-1 実施済 非オンライン
手続件数の推
計値を把握で
きないため総
件数を把握で

きない

2-1 約1万件
以上約10万件

未満

当該手続は、日本銀行が保
管金を提出すべき者から保管
金振込書を添え（または納付
情報により）、取扱官庁の保
管金に振込を受けたときは、
これを取扱官庁の保管金に
受け入れる規定である。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

当該手続における具体的な実施については、各府省において所管・運用されるものであり、オンライン利用率を
向上させるにあたっては、各府省における個々業務ごとの改善が必要であるため、当該手続項目における基本
計画の策定は困難である。

⑧現時点で時期を示すことが困
難

・日本銀行は、「日本銀行国庫金取扱規程」の定めるところにより、国庫金の出納並
びに政府預金に関する事務を取り扱わなければならないものとされている。
・「手続ＩＤ55657保管金を提出すべき者からの保管金振込書の受領」は、日本銀行が
保管金を提出すべき者から保管金振込書を添え（または納付情報により）、取扱官庁
の保管金に振込を受けたときは、これを取扱官庁の保管に受け入れる規定であり、
オンライン・非オンラインによる方法を認めるか否かについては振込書の発出権限を
有する各省各庁が判断すべきものであることから、制度を所管していない立場の当
課において、各省各庁における困難である理由と解決すれば取組が開始できると考
えられる課題を述べることは困難である。

文部科学省 15069 標準報酬月額
の届出

私立学校教職
員共済法施行
規則

6 民間
事業
者等

2 独立
行政法
人等

2-1 未実施 528,371 0 学校法人等が所属する私立
学校教職員共済制度の加入
者（教職員）の情報を取りまと
めて、日本私立学校振興・共
済事業団に標準報酬月額の
届出をするもの

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

システム構築には、実際に手続を利用する私立学校関係者の意見を踏まえた設計が不可欠であるが、関係者
である幼稚園から大学までの私立学校教職員の意見を丁寧に踏まえる必要があり、学校種毎の団体（幼稚園、
小学校、中・高等学校、短期大学、大学、専修学校・各種学校の大別して６団体）から複数回意見を聴取するこ
と、また各団体が全国の私立学校の意見を各都道府県から集約することを想定すると、意見聴取に多大な時間
を要することが予想される。
また、システム構築に当たって相当の費用負担が生じることが予想されるが、費用の大半は実際に手続を利用
する私立学校関係者が負担する私学共済掛金等で賄うこととなることもあり、費用工面に当たっては計画的な
実施が余儀なくされる。
令和７年末の開始を目途にオンラインシステム構築を目指しているが、現状オンライン化が未実施であり、１か
らシステムを構築することとなる一方で、以上のとおり多大な時間と費用を要することが予想されるものの、現段
階では検討を開始したばかりの状況であるため、どれほど時間を要するか、費用の目途が立つか等、当面の具
体的な見通しを立てるに現時点で至っていない。
このため、令和3年度中の可能な限り速やかな時期を目途に私立学校関係者との検討の場を構築し、妥当な期
間、金額等の具体的な検討を開始したい。
以上の理由から令和３年10月までに具体的な計画を示すことは困難である。

m　文部科学省は、私立学校教職員共済に
おける標準報酬月額の届出等について、令
和３年度中の可能な限り速やかな時期に私
立学校関係者との検討の場を構築し、妥当
な期間、金額等の具体的な検討を開始する
とともに、オンライン化及びオンライン利用率
の引上げに向け、可能なものから順次必要
な措置を講ずる。
  なお、取組を進めるに当たっては、経済産
業省において、中小企業基盤整備機構が行
う「中小企業倒産防止共済（経営セーフティ
共済）及び小規模企業共済」で抜本的なＢＰ
Ｒとデジタル化が進められていることを参考
とする。
【令和３年度から取組を開始し、可能なもの
から順次措置】

③令和４年下期 文部科学省において私立学校関係者等で構成する「私学共済制度の在り方等に
関する調査研究協力者会議」を令和３年12月に開催し、オンライン化に向けた意
見聴取を行い、検討を開始した。
今後は、手続きの実施主体である日本私立学校振興・共済事業団における検討を
促すとともに、その検討状況を踏まえて同会議で引き続き意見聴取を行い、可能
なものから順次必要な措置を講じ、令和７年末の開始を目指して取組を進めてい
く。
また、その際には、規制改革推進会議からの提案を参考にしつつ取組を進めるこ
ととしている。

文部科学省 15070 賞与に関する
報告

私立学校教職
員共済法施行
規則

6 民間
事業
者等

2 独立
行政法
人等

2-1 未実施 1,121,259 0 学校法人等が所属する私立
学校教職員共済制度の加入
者（教職員）の情報を取りまと
めて、日本私立学校振興・共
済事業団に賞与に関する報
告をするもの

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

システム構築には、実際に手続を利用する私立学校関係者の意見を踏まえた設計が不可欠であるが、関係者
である幼稚園から大学までの私立学校教職員の意見を丁寧に踏まえる必要があり、学校種毎の団体（幼稚園、
小学校、中・高等学校、短期大学、大学、専修学校・各種学校の大別して６団体）から複数回意見を聴取するこ
と、また各団体が全国の私立学校の意見を各都道府県から集約することを想定すると、意見聴取に多大な時間
を要することが予想される。
また、システム構築に当たって相当の費用負担が生じることが予想されるが、費用の大半は実際に手続を利用
する私立学校関係者が負担する私学共済掛金等で賄うこととなることもあり、費用工面に当たっては計画的な
実施が余儀なくされる。
令和７年末の開始を目途にオンラインシステム構築を目指しているが、現状オンライン化が未実施であり、１か
らシステムを構築することとなる一方で、以上のとおり多大な時間と費用を要することが予想されるものの、現段
階では検討を開始したばかりの状況であるため、どれほど時間を要するか、費用の目途が立つか等、当面の具
体的な見通しを立てるに現時点で至っていない。
このため、令和3年度中の可能な限り速やかな時期を目途に私立学校関係者との検討の場を構築し、妥当な期
間、金額等の具体的な検討を開始したい。
以上の理由から令和３年10月までに具体的な計画を示すことは困難である。

m　文部科学省は、私立学校教職員共済に
おける標準報酬月額の届出等について、令
和３年度中の可能な限り速やかな時期に私
立学校関係者との検討の場を構築し、妥当
な期間、金額等の具体的な検討を開始する
とともに、オンライン化及びオンライン利用率
の引上げに向け、可能なものから順次必要
な措置を講ずる。
  なお、取組を進めるに当たっては、経済産
業省において、中小企業基盤整備機構が行
う「中小企業倒産防止共済（経営セーフティ
共済）及び小規模企業共済」で抜本的なＢＰ
Ｒとデジタル化が進められていることを参考
とする。
【令和３年度から取組を開始し、可能なもの
から順次措置】

③令和４年下期 文部科学省において私立学校関係者等で構成する「私学共済制度の在り方等に
関する調査研究協力者会議」を令和３年12月に開催し、オンライン化に向けた意
見聴取を行い、検討を開始した。
今後は、手続きの実施主体である日本私立学校振興・共済事業団における検討を
促すとともに、その検討状況を踏まえて同会議で引き続き意見聴取を行い、可能
なものから順次必要な措置を講じ、令和７年末の開始を目指して取組を進めてい
く。
また、その際には、規制改革推進会議からの提案を参考にしつつ取組を進めるこ
ととしている。

文部科学省 15102 付加給付の請
求

私立学校教職
員共済法施行
規則

6 民間
事業
者等

2 独立
行政法
人等

2-1 未実施 211,538 0 私立学校教職員共済制度の
加入者（教職員）が所属する
学校法人等を通じて、日本私
立学校振興・共済事業団に加
入者及びその被扶養者の付
加給付の請求をするもの

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

システム構築には、実際に手続を利用する私立学校関係者の意見を踏まえた設計が不可欠であるが、関係者
である幼稚園から大学までの私立学校教職員の意見を丁寧に踏まえる必要があり、学校種毎の団体（幼稚園、
小学校、中・高等学校、短期大学、大学、専修学校・各種学校の大別して６団体）から複数回意見を聴取するこ
と、また各団体が全国の私立学校の意見を各都道府県から集約することを想定すると、意見聴取に多大な時間
を要することが予想される。
また、システム構築に当たって相当の費用負担が生じることが予想されるが、費用の大半は実際に手続を利用
する私立学校関係者が負担する私学共済掛金等で賄うこととなることもあり、費用工面に当たっては計画的な
実施が余儀なくされる。
令和７年末の開始を目途にオンラインシステム構築を目指しているが、現状オンライン化が未実施であり、１か
らシステムを構築することとなる一方で、以上のとおり多大な時間と費用を要することが予想されるものの、現段
階では検討を開始したばかりの状況であるため、どれほど時間を要するか、費用の目途が立つか等、当面の具
体的な見通しを立てるに現時点で至っていない。
このため、令和3年度中の可能な限り速やかな時期を目途に私立学校関係者との検討の場を構築し、妥当な期
間、金額等の具体的な検討を開始したい。
以上の理由から令和３年10月までに具体的な計画を示すことは困難である。

m　文部科学省は、私立学校教職員共済に
おける標準報酬月額の届出等について、令
和３年度中の可能な限り速やかな時期に私
立学校関係者との検討の場を構築し、妥当
な期間、金額等の具体的な検討を開始する
とともに、オンライン化及びオンライン利用率
の引上げに向け、可能なものから順次必要
な措置を講ずる。
  なお、取組を進めるに当たっては、経済産
業省において、中小企業基盤整備機構が行
う「中小企業倒産防止共済（経営セーフティ
共済）及び小規模企業共済」で抜本的なＢＰ
Ｒとデジタル化が進められていることを参考
とする。
【令和３年度から取組を開始し、可能なもの
から順次措置】

③令和４年下期 文部科学省において私立学校関係者等で構成する「私学共済制度の在り方等に
関する調査研究協力者会議」を令和３年12月に開催し、オンライン化に向けた意
見聴取を行い、検討を開始した。
今後は、手続きの実施主体である日本私立学校振興・共済事業団における検討を
促すとともに、その検討状況を踏まえて同会議で引き続き意見聴取を行い、可能
なものから順次必要な措置を講じ、令和７年末の開始を目指して取組を進めてい
く。
また、その際には、規制改革推進会議からの提案を参考にしつつ取組を進めるこ
ととしている。

文部科学省 15269 短期給付に係
る請求、決定
及び通知

私立学校教職
員共済法施行
規則

5 国民
等

2 独立
行政法
人等

2-1 未実施 1 約10万件以
上

0 私立学校教職員共済制度の
加入者（教職員）が所属する
学校法人等を通じて、日本私
立学校振興・共済事業団に加
入者及びその被扶養者の短
期給付に係る請求をするもの

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

システム構築には、実際に手続を利用する私立学校関係者の意見を踏まえた設計が不可欠であるが、関係者
である幼稚園から大学までの私立学校教職員の意見を丁寧に踏まえる必要があり、学校種毎の団体（幼稚園、
小学校、中・高等学校、短期大学、大学、専修学校・各種学校の大別して６団体）から複数回意見を聴取するこ
と、また各団体が全国の私立学校の意見を各都道府県から集約することを想定すると、意見聴取に多大な時間
を要することが予想される。
また、システム構築に当たって相当の費用負担が生じることが予想されるが、費用の大半は実際に手続を利用
する私立学校関係者が負担する私学共済掛金等で賄うこととなることもあり、費用工面に当たっては計画的な
実施が余儀なくされる。
令和７年末の開始を目途にオンラインシステム構築を目指しているが、現状オンライン化が未実施であり、１か
らシステムを構築することとなる一方で、以上のとおり多大な時間と費用を要することが予想されるものの、現段
階では検討を開始したばかりの状況であるため、どれほど時間を要するか、費用の目途が立つか等、当面の具
体的な見通しを立てるに現時点で至っていない。
このため、令和3年度中の可能な限り速やかな時期を目途に私立学校関係者との検討の場を構築し、妥当な期
間、金額等の具体的な検討を開始したい。
以上の理由から令和３年10月までに具体的な計画を示すことは困難である。

m　文部科学省は、私立学校教職員共済に
おける標準報酬月額の届出等について、令
和３年度中の可能な限り速やかな時期に私
立学校関係者との検討の場を構築し、妥当
な期間、金額等の具体的な検討を開始する
とともに、オンライン化及びオンライン利用率
の引上げに向け、可能なものから順次必要
な措置を講ずる。
  なお、取組を進めるに当たっては、経済産
業省において、中小企業基盤整備機構が行
う「中小企業倒産防止共済（経営セーフティ
共済）及び小規模企業共済」で抜本的なＢＰ
Ｒとデジタル化が進められていることを参考
とする。
【令和３年度から取組を開始し、可能なもの
から順次措置】

③令和４年下期 文部科学省において私立学校関係者等で構成する「私学共済制度の在り方等に
関する調査研究協力者会議」を令和３年12月に開催し、オンライン化に向けた意
見聴取を行い、検討を開始した。
今後は、手続きの実施主体である日本私立学校振興・共済事業団における検討を
促すとともに、その検討状況を踏まえて同会議で引き続き意見聴取を行い、可能
なものから順次必要な措置を講じ、令和７年末の開始を目指して取組を進めてい
く。
また、その際には、規制改革推進会議からの提案を参考にしつつ取組を進めるこ
ととしている。

文部科学省 15270 療養費、家族
療養費及び高
額療養費の請
求

私立学校教職
員共済法施行
規則

5 国民
等

2 独立
行政法
人等

2-1 未実施 1 約10万件以
上

0 私立学校教職員共済制度の
加入者（教職員）が所属する
学校法人等を通じて、日本私
立学校振興・共済事業団に加
入者及びその被扶養者の療
養費、家族療養費及び高額
療養費の請求をするもの

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

システム構築には、実際に手続を利用する私立学校関係者の意見を踏まえた設計が不可欠であるが、関係者
である幼稚園から大学までの私立学校教職員の意見を丁寧に踏まえる必要があり、学校種毎の団体（幼稚園、
小学校、中・高等学校、短期大学、大学、専修学校・各種学校の大別して６団体）から複数回意見を聴取するこ
と、また各団体が全国の私立学校の意見を各都道府県から集約することを想定すると、意見聴取に多大な時間
を要することが予想される。
また、システム構築に当たって相当の費用負担が生じることが予想されるが、費用の大半は実際に手続を利用
する私立学校関係者が負担する私学共済掛金等で賄うこととなることもあり、費用工面に当たっては計画的な
実施が余儀なくされる。
令和７年末の開始を目途にオンラインシステム構築を目指しているが、現状オンライン化が未実施であり、１か
らシステムを構築することとなる一方で、以上のとおり多大な時間と費用を要することが予想されるものの、現段
階では検討を開始したばかりの状況であるため、どれほど時間を要するか、費用の目途が立つか等、当面の具
体的な見通しを立てるに現時点で至っていない。
このため、令和3年度中の可能な限り速やかな時期を目途に私立学校関係者との検討の場を構築し、妥当な期
間、金額等の具体的な検討を開始したい。
以上の理由から令和３年10月までに具体的な計画を示すことは困難である。

m　文部科学省は、私立学校教職員共済に
おける標準報酬月額の届出等について、令
和３年度中の可能な限り速やかな時期に私
立学校関係者との検討の場を構築し、妥当
な期間、金額等の具体的な検討を開始する
とともに、オンライン化及びオンライン利用率
の引上げに向け、可能なものから順次必要
な措置を講ずる。
  なお、取組を進めるに当たっては、経済産
業省において、中小企業基盤整備機構が行
う「中小企業倒産防止共済（経営セーフティ
共済）及び小規模企業共済」で抜本的なＢＰ
Ｒとデジタル化が進められていることを参考
とする。
【令和３年度から取組を開始し、可能なもの
から順次措置】

③令和４年下期 文部科学省において私立学校関係者等で構成する「私学共済制度の在り方等に
関する調査研究協力者会議」を令和３年12月に開催し、オンライン化に向けた意
見聴取を行い、検討を開始した。
今後は、手続きの実施主体である日本私立学校振興・共済事業団における検討を
促すとともに、その検討状況を踏まえて同会議で引き続き意見聴取を行い、可能
なものから順次必要な措置を講じ、令和７年末の開始を目指して取組を進めてい
く。
また、その際には、規制改革推進会議からの提案を参考にしつつ取組を進めるこ
ととしている。

5



項目番号：1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

（項目番号17を記載した場合）
関係機関と協議を

行う内容・時期

手続名手続ＩＤ 基本計画の策定が困難とする理由の詳細
基本計画の策定が

困難とする理由

オンライン化及び
オンライン利用率の

引上げに向けた
具体的な取組を
開始する時期

具体的な取組内容
及び今後の工程

制度の在り方や
仕組み等について

協議を行う関係機関

所管
府省

手続の概要
（令和元年
度）オンライ
ン手続件数

（令和元年
度）

総手続件数

オンライン
化の実施

状況

手続
の

受手

手続
主体

根拠
法令

「当面の規制改革の実施事項
（令和３年12月22日規制改革
推進会議）」における記載事項

（項目番号14で「現時点で時期を示すことが困難」を選択した場合）
その理由と、解決すれば取組が開始できると考えられる課題

（項目番号14で「取組が適当でない」を選択した場合）
各府省が「取組が適当でない」とする具体的な理由

厚生労働省 47528 業務に従事す
る歯科衛生士
の届出

歯科衛生士法 6 民間事3 地方等2-1 未実施 0 免許に関する業務に従事する
歯科衛生士は、２年ごとの年
の12月31日現在における氏
名、住所等を翌年１月15日ま
でに就業地の都道府県知事
に届け出るもの。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

業務に従事する歯科衛生士の届出は国家資格等情報連携・活用システム等に紐付くが、現在システム構築の
検討段階であるため計画の策定は不可である。なお、令和元年度は本届出の対象年ではない。

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

令和４年度に医政局の医療従事者届出システムにおいて、歯科衛生士の届出の
オンライン化を予定している。一方デジタル庁において、令和５年度までに、資格
管理者等が共同利用できる資格情報連携等に関するシステムの開発・構築が行
われ、令和６年度にデジタル化を開始する予定であることから、歯科衛生士の届
出も当該システムとの連携を含め検討している。

デジタル庁 当該システムを活用した資格管理等の
在り方について、令和６年度に向けて随
時協議。

厚生労働省 119355 被保険者証の
返還

高齢者の医療の5 国民等3 地方等2-1 未実施 被保険者証の返還を行うも
の。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

令和３年10月までにオンライン資格確認の本格運用が開始され、被保険者資格の確認をオンラインで行うこと
ができることになるが、当分は、オンライン資格確認と並行して紙の被保険者証の発行も継続する必要があるた
め、紙の証を返還する手続について、当面の間、オンライン化することはできないものであり、基本計画の策定
は困難である。

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

令和３年10月にオンライン資格確認等システムの本格運用を開始したところであ
り、今後紙の証を返還する手続について、検討する必要がある。

厚生労働省 119358 限度額適用認
定証の返還

高齢者の医療の5 国民等3 地方等2-1 未実施 限度額適用認定証の返還を
行うもの。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

令和３年10月までにオンライン資格確認の本格運用が開始され、被保険者資格の確認をオンラインで行うこと
ができることになるが、当分は、オンライン資格確認と並行して紙の限度額適用認定証の発行も継続する必要
があるため、紙の証を返還する手続について、当面の間、オンライン化することはできないものであり、基本計
画の策定は困難である。

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

令和３年10月にオンライン資格確認等システムの本格運用を開始したところであ
り、今後紙の証を返還する手続について、検討する必要がある。

厚生労働省 119359 限度額適用・
標準負担額減
額認定証の返
還

高齢者の医療の5 国民等3 地方等2-1 未実施 限度額適用・標準負担額減額
認定証の返還を行うもの。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

令和３年10月までにオンライン資格確認の本格運用が開始され、被保険者資格の確認をオンラインで行うこと
ができることになるが、当分は、オンライン資格確認と並行して紙の限度額適用・標準負担額減額認定証の発
行も継続する必要があるため、紙の証を返還する手続について、当面の間、オンライン化することはできないも
のであり、基本計画の策定は困難である。

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

令和３年10月にオンライン資格確認等システムの本格運用を開始したところであ
り、今後紙の証を返還する手続について、検討する必要がある。

厚生労働省 119360 被保険者証の
返還

国民健康保険法5 国民等3 地方等2-1 未実施 国民健康保険の被保険者が
被保険者資格を喪失し場合
等に、被保険者が属する世帯
の世帯主が市町村に対して
被保険者証を返還する。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

令和３年10月までにオンライン資格確認の本格運用が開始され、被保険者資格の確認をオンラインで行うこと
ができることになるが、当分は、オンライン資格確認と並行して紙の被保険者証の発行も継続する必要があるた
め、紙の証を返還する手続について、当面の間、オンライン化することはできないものであり、基本計画の策定
は困難である。

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

令和３年10月にオンライン資格確認等システムの本格運用を開始したところであ
り、今後紙の証を返還する手続について、検討する必要がある。

厚生労働省 119361 高齢受給者証
の返還

国民健康保険法5 国民等3 地方等2-1 未実施 高齢受給者証の交付を受け
た国民健康保険の被保険者
が、国民健康保険法施行規
則第七条の四第２項各号に
該当するに至った場合等に、
被保険者の属する世帯の世
帯主が、市町村に対して高齢
受給者証を返還する。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

令和３年10月までにオンライン資格確認の本格運用が開始され、被保険者資格の確認をオンラインで行うこと
ができることになるが、当分は、オンライン資格確認と並行して紙の高齢受給者証の発行も継続する必要があ
るため、紙の証を返還する手続について、当面の間、オンライン化することはできないものであり、基本計画の
策定は困難である。

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

令和３年10月にオンライン資格確認等システムの本格運用を開始したところであ
り、今後紙の証を返還する手続について、検討する必要がある。

厚生労働省 45540 技能検定の受
検の申請

職業能力開発促5 国民等3 地方等2-1 未実施 300000程度 技能検定試験の受験の申請
について、各都道府県職業能
力開発協会に行うもの。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

技能検定の受験申請は国家資格等情報連携・活用システムに紐付くが、現在システム構築の検討段階である
ため計画の策定は不可である。

n　厚生労働省は、主体的にデジタル庁と連
携の上、国家資格情報連携に関する管理シ
ステムの開発・構築の状況を踏まえつつ、技
能検定の受検の申請、医師等国家試験及び
医師等国家試験予備試験の手続について、
オンライン化及びオンライン利用率の引上げ
に向け、可能なものから順次必要な措置を講
ずる。
【可能なものから順次措置】

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

デジタル庁において、令和５年度までに、資格管理者等が共同利用できる資格情
報連携等に関するシステムの開発・構築が行われ、令和６年度にデジタル化を開
始する予定。

デジタル庁 当該システムを活用した資格管理等の
在り方について、令和６年度に向けて随
時協議。

厚生労働省 47342 医師等国家試
験及び医師等
国家試験予備
試験の手続

医師法施行規則5 国民等1 国 2-1 未実施 119,671 願書、写真等出願時に必要と
なる書類の提出並びに受験
手数料等の納付など

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

医師等国家試験及び医師等国家試験予備試験の手続は国家資格等情報連携・活用システム等に紐付くが、現
在システム構築の検討段階であるため計画の策定は不可である。

n　厚生労働省は、主体的にデジタル庁と連
携の上、国家資格情報連携に関する管理シ
ステムの開発・構築の状況を踏まえつつ、技
能検定の受検の申請、医師等国家試験及び
医師等国家試験予備試験の手続について、
オンライン化及びオンライン利用率の引上げ
に向け、可能なものから順次必要な措置を講
ずる。
【可能なものから順次措置】

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

デジタル庁において、令和５年度までに、資格管理者等が共同利用できる資格情
報連携等に関するシステムの開発・構築が行われ、令和６年度にデジタル化を開
始する予定。

デジタル庁 当該システムを活用した資格管理等の
在り方について、令和６年度に向けて随
時協議。

厚生労働省 47659 歯科医師の届
出

歯科医師法 5 国民等1 国 2-1 未実施 0 歯科医師は、２年ごとの年の
12月31日現在における氏名、
住所等を翌年１月15日までに
その住所地の都道府県知事
を経由して厚生労働大臣に届
け出るもの。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

歯科医師の届出は国家資格等情報連携・活用システム等に紐付くが、現在システム構築の検討段階であるた
め計画の策定は不可である。なお、令和元年度は本届出の対象年ではない。

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

令和４年度に医政局の医療従事者届出システムにおいて、歯科医師の届出のオ
ンライン化を予定している。一方デジタル庁において、令和５年度までに、資格管
理者等が共同利用できる資格情報連携等に関するシステムの開発・構築が行わ
れ、令和６年度にデジタル化を開始する予定であることから、歯科医師の届出も当
該システムとの連携を含め検討している。

デジタル庁 当該システムを活用した資格管理等の
在り方について、令和６年度に向けて随
時協議。

厚生労働省 217050 技能実習計画
の認定申請

外国人の技能実7 国民等2 独立行2-1 未実施 370,245 技能実習を行わせようとする
者（実習実施者）が、技能実
習計画を作成し、認可法人外
国人技能実習機構に認定申
請を行うもの。

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

オンライン化方針であるものの、受け入れ側（手続の受け手）において、少なくとも令和４年３月までオンライン化
対象の業務については、調査研究を行っているため、その結果を踏まえたシステム調達等の見通しが立たない
限り基本計画の策定は困難。

i　法務省及び厚生労働省は、外国人の技能
実習の適正な実施及び技能実習生の保護に
関する法律（平成28年法律第89号）に基づく
監査報告書の提出及び技能実習計画の認
定申請について、令和３年度末まで実施され
ている調査研究の結果を踏まえ、可能な限り
前倒しを図りつつ、オンライン化及びオンライ
ン利用率の引上げについて、可能なものから
順次必要な措置を講ずる。
【令和３年度末まで実施されている調査研究
の結果を踏まえ、可能な限り前倒しを図りつ
つ、可能なものから順次措置】

⑦令和６年下期以降（項目番号
15で明示）

外国人技能実習機構において、令和４年３月まで、オンライン化の手法等について
検討するため、現在の施行状況やシステム導入による影響について、調査してお
り、令和７年末までにオンライン化する予定である。

外国人技能実習機構 外国人技能実習機構における調査結果
を踏まえ、令和４年４月以降、オンライン
化の手法やシステムの設計等について
協議を行う。

厚生労働省 52426 個人型年金加
入申出書

確定拠出年金
法施行規則

5 国民
等

2 独立
行政法
人等

2-1 未実施 411,917 0 連合会に申し出て個人型年
金加入者となるもの。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

本手続については、既に国民年金基金連合会での事務はオンライン化可能であるところ、経由機関として民間
事業者を挟んでおり、一連の手続をオンライン化するにはその民間事業者においてもオンライン化を行う必要が
ある。民間事業者のオンライン化は民間事業者の選択に委ねられることから、今回の計画の性質とそぐわず、
目標利用率を設定してもその実現が困難であるため。

③令和４年下期 民間事業者に対して、手続オンライン化の検討を依頼する通知を発出する。

厚生労働省 52434 個人型年金へ
の移換の申出

確定拠出年金
法

5 国民
等

2 独立
行政法
人等

2-1 未実施 150,593 0 企業型年金の企業型年金加
入者であった者が、連合会に
個人別管理資産の移換を申
し出て個人別管理資産を連合
会に移換するもの。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

本手続については、既に国民年金基金連合会での事務はオンライン化可能であるところ、経由機関として民間
事業者を挟んでおり、一連の手続をオンライン化するにはその民間事業者においてもオンライン化を行う必要が
ある。民間事業者のオンライン化は民間事業者の選択に委ねられることから、今回の計画の性質とそぐわず、
目標利用率を設定してもその実現が困難であるため。

③令和４年下期 民間事業者に対して、手続オンライン化の検討を依頼する通知を発出する。

厚生労働省 52006 国民年金被保
険者住所変更
届（同一市区
町村内）（同一
市区町村外）

国民年金法施行5 国民等3 地方等2-1 未実施 ○国民年金の被保険者が住
所を変更した場合、市区町村
役場に当該届を提出する。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

日本年金機構にマイナンバーが登録されている者については、住基ネットの異動情報を活用し、当該届書の提
出は原則不要としているところ、件数については本来提出不要である件数も含めて計上されている。当該届書
については、マイナンバーの未登録者の解消を進め、届書の提出手続を不要とすべき手続であって、オンライン
利用率向上の取組を進める手続ではないため基本計画の対象外とする。

①令和４年３月時点で既に取組
を開始

被保険者及び年金受給者の基礎年金番号とマイナンバーとの紐付けの完全化を
目指し取組を行った結果、日本年金機構におけるマイナンバーの収録率はR3.9末
時点で99.73％に達している。引き続き、基礎年金番号とマイナンバーの紐付けの
完全化を目指して、以下の取組を実施する。
○被保険者については 、 被保険者種別に応じて市区町村、事業主又は被保険者
本人に対して照会を行う。
○年金受給者については、現況届によりマイナンバー又は住民票の住所の提出
を求める。

厚生労働省 51735 健康保険・厚
生年金保険被
保険者氏名変
更（訂正）届、
船員保険・厚
生年金保険被
保険者氏名変
更訂正届

厚生年金法施行6 民間事2 独立行1-1 実施済 237,669 ○事業主・船舶所有者は、被
保険者の氏名が変更された
場合に当該届を提出する。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

日本年金機構にマイナンバーが登録されている者については、住基ネットの異動情報を活用し、当該届書の提
出は原則不要としているところ、件数については本来提出不要である件数も含めて計上されている。当該届書
については、マイナンバーの未登録者の解消を進め、届書の提出手続を不要とすべき手続であって、オンライン
利用率向上の取組を進める手続ではないため基本計画の対象外とする。

①令和４年３月時点で既に取組
を開始

被保険者及び年金受給者の基礎年金番号とマイナンバーとの紐付けの完全化を
目指し取組を行った結果、日本年金機構におけるマイナンバーの収録率はR3.9末
時点で99.73％に達している。引き続き、基礎年金番号とマイナンバーの紐付けの
完全化を目指して、以下の取組を実施する。
○被保険者については 、 被保険者種別に応じて市区町村、事業主又は被保険者
本人に対して照会を行う。
○年金受給者については、現況届によりマイナンバー又は住民票の住所の提出
を求める。

厚生労働省 51777 厚生年金保険
（船員）被保険
者住所変更届

厚生年金法施行6 民間事2 独立行1-1 実施済 873,823 ○事業主・船舶所有者は、被
保険者が住所を変更した場
合、住民票住所以外の居所
等の登録を希望する場合に
当該届を提出する。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

日本年金機構にマイナンバーが登録されている者については、住基ネットの異動情報を活用し、当該届書の提
出は原則不要としているところ、件数については本来提出不要である件数も含めて計上されている。当該届書
については、マイナンバーの未登録者の解消を進め、届書の提出手続を不要とすべき手続であって、オンライン
利用率向上の取組を進める手続ではないため基本計画の対象外とする。

①令和４年３月時点で既に取組
を開始

被保険者及び年金受給者の基礎年金番号とマイナンバーとの紐付けの完全化を
目指し取組を行った結果、日本年金機構におけるマイナンバーの収録率はR3.9末
時点で99.73％に達している。引き続き、基礎年金番号とマイナンバーの紐付けの
完全化を目指して、以下の取組を実施する。
○被保険者については 、 被保険者種別に応じて市区町村、事業主又は被保険者
本人に対して照会を行う。
○年金受給者については、現況届によりマイナンバー又は住民票の住所の提出
を求める。

厚生労働省 51886 国民年金・厚
生年金保険・
船員保険年金
受給権者現況
届（厚生年金
保険）

厚生年金法施行5 国民等2 独立行1-1 実施済 1,439,424 ○年金受給権者が、引き続き
年金を受ける権利があるかど
うか、年に１回現況の届出を
行う。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

日本年金機構にマイナンバーが登録されている者については、住基ネットの異動情報を活用し、当該届書の提
出は原則不要としているところ、件数については本来提出不要である件数も含めて計上されている。当該届書
については、マイナンバーの未登録者の解消を進め、届書の提出手続を不要とすべき手続であって、オンライン
利用率向上の取組を進める手続ではないため基本計画の対象外とする。
※ただし、当該件数には加給年金額対象者との生計関係を確認するための「生計維持確認届」の件数（約110
万件）が含まれており、対象外とするのはそれ以外の現況届の件数のみとする。

①令和４年３月時点で既に取組
を開始

被保険者及び年金受給者の基礎年金番号とマイナンバーとの紐付けの完全化を
目指し取組を行った結果、日本年金機構におけるマイナンバーの収録率はR3.9末
時点で99.73％に達している。引き続き、基礎年金番号とマイナンバーの紐付けの
完全化を目指して、以下の取組を実施する。
○被保険者については 、 被保険者種別に応じて市区町村、事業主又は被保険者
本人に対して照会を行う。
○年金受給者については、現況届によりマイナンバー又は住民票の住所の提出
を求める。
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項目番号：1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

（項目番号17を記載した場合）
関係機関と協議を

行う内容・時期

手続名手続ＩＤ 基本計画の策定が困難とする理由の詳細
基本計画の策定が

困難とする理由

オンライン化及び
オンライン利用率の

引上げに向けた
具体的な取組を
開始する時期

具体的な取組内容
及び今後の工程

制度の在り方や
仕組み等について

協議を行う関係機関

所管
府省

手続の概要
（令和元年
度）オンライ
ン手続件数

（令和元年
度）

総手続件数

オンライン
化の実施

状況

手続
の

受手

手続
主体

根拠
法令

「当面の規制改革の実施事項
（令和３年12月22日規制改革
推進会議）」における記載事項

（項目番号14で「現時点で時期を示すことが困難」を選択した場合）
その理由と、解決すれば取組が開始できると考えられる課題

（項目番号14で「取組が適当でない」を選択した場合）
各府省が「取組が適当でない」とする具体的な理由

厚生労働省 51916 国民年金・厚
生年金保険年
金受給権者死
亡届（厚生年
金保険）

厚生年金法施行5 国民等2 独立行1-1 実施済 1,138,223 ○年金受給権者が死亡したと
き、戸籍法で定められている
死亡の届出義務者が届出を
行う。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

日本年金機構にマイナンバーが登録されている者については、住基ネットの異動情報を活用し、当該届書の提
出は原則不要としているところ、件数については本来提出不要である件数も含めて計上されている。当該届書
については、マイナンバーの未登録者の解消を進め、届書の提出手続を不要とすべき手続であって、オンライン
利用率向上の取組を進める手続ではないため基本計画の対象外とする。

①令和４年３月時点で既に取組
を開始

被保険者及び年金受給者の基礎年金番号とマイナンバーとの紐付けの完全化を
目指し取組を行った結果、日本年金機構におけるマイナンバーの収録率はR3.9末
時点で99.73％に達している。引き続き、基礎年金番号とマイナンバーの紐付けの
完全化を目指して、以下の取組を実施する。
○被保険者については 、 被保険者種別に応じて市区町村、事業主又は被保険者
本人に対して照会を行う。
○年金受給者については、現況届によりマイナンバー又は住民票の住所の提出
を求める。

厚生労働省 52010 国民年金保険
料クレジット
カード納付（変
更）申出書

国民年金法施行5 国民等2 独立行1-1 実施済 219,786 ○国民年金保険料をクレジッ
トカードにより納付したいとき
に当該申出書を提出する。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

平成28年の割賦販売法改正により、PCI DSS準拠又はクレジットカード情報の非保持化が求められ、現行の日
本年金機構のシステムにおいてはクレジットカード番号を取り扱えない。現在、電子申請の受付を停止しており、
同じ手続方法でオンライン申請を再び可能とすることは困難なため、基本計画の対象外とする。

⑧現時点で時期を示すことが困
難

今後、政府全体でキャッシュレス納付の取組が進められる中で、その共通基盤整
備の状況を踏まえつつ、手続者の利便性を高める方法について、検討を進めてい
く。

PCI DSS準拠又はクレジットカード情報の非保持化が求められていることから、他の
オンライン化している手続と同様のオンライン申請は実施できず、キャッシュレス化の
取組に伴う共通基盤整備の状況が明らかでないため、具体的な検討に着手できな
い。

デジタル庁 政府全体でキャッシュレス納付の取組が
進められる中で、その共通基盤整備の
状況を踏まえつつ、必要な時期に協議を
行う。

農林水産省 15689 調査票の提出 農林業センサ
ス規則

7 国民
等、民
間事
業者
等

4-3 国
又は地
方等

1-1 実施済 1232000程度 87000程度 農林業センサスの調査票を提
出していただく手続

（7）合理的な理由から令和３
年10月までに計画の策定が
困難な手続

本手続きは５年に１度実施する統計調査の報告に関する手続きであり、次回は令和６年度に実施予定。本統計
調査のオンライン利用率向上を含めた調査の計画については、令和４年度以降に開催するセンサス研究会（本
統計調査の調査項目、調査手法等について幅広く検討を行う統計部長の私的諮問機関）や統計委員会（本統
計調査の変更等、統計法に定める事項に関する審議等を行う統計法で総務省に設置すると規定されている機
関）を経て検討することとなっており、令和３年10月までに基本計画の策定を行うことは困難である。
なお、農林業センサス研究会については、令和４年度中に５回程度開催予定。うち、第１回は令和４年６月に予
定。また、統計委員会については、令和５年５月諮問。その後部会の審議を経て令和５年８月に答申予定（日程
は総務省が決定するため、前回（５年前）の実績により想定）。

②令和４年上期 令和４年度に開催する農林業センサス研究会において、2025年農林業センサスの
調査項目や調査計画等に関して有識者から意見を聴取し、ここでの議論を踏まえ
ながらオンライン利用率の向上に資する調査方法を検討する。

国土交通省 111563 払戻金又は返
還金の支払請
求

モーターボート
競走法

国民
等

地方等 実施済 １　10万件以
上

不明 モーターボート競走において、
舟券を払戻機器に読み込ま
せて、払戻金及び返還金の支
払い・払戻しを機器から受け
取る手続き。

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

　モーターボート競走では、舟券払戻しの方法に関し、紙に制限する等の規定は定めていない。従って、競走を
実施する全ての競走場における施行者（地方自治体）は、既にインターネットを介したオンライン取引を取り入れ
ている。また、舟券の全売上の約７８％はインターネットを介して購入及び払戻しが行われているところ。
　一方、施行者は、購入者の利便性を確保するため、紙による取扱いも確保しており、オンラインを好まない一
定数の利用者は、依然として紙による手続きを選択している。
　また、全ての施行者は、競走場における発売・払戻手続きを機械化しており、発売・払戻しにかかる経費は、既
に極限まで削減していることから、オンライン化率の向上による効果は小さい。
　このような中で、すべての購入方法をオンラインに切り替えた場合、購入者の利便性を阻害するだけなく、購入
者離れによる売上の減少に伴う自治体の収入減少につながるため、利用者・自治体双方にとってメリットはな
い。
　従って、本手続きについては計画の策定が困難である。

⑨取組が適当でない 未定 　L列の基本計画の策定が困難としている理由に記載のとおり、モーターボート競走
では、舟券払戻しの方法に関し、紙に制限する等の規定は定めていない。従って、競
走を実施する全ての競走場における施行者（地方自治体）は、既にインターネットを
介したオンライン取引を取り入れている。また、舟券の全売上のうち、約７８％はイン
ターネットを介して購入及び払戻しが行われているところである。
　一方、施行者は、購入者の利便性を確保するため、紙による取扱いも確保してお
り、オンラインを好まない一定数の利用者は、依然として紙による手続きを選択してい
る。
　また、全ての施行者は、競走場における発売・払戻手続きを機械化しており、発売・
払戻しにかかる経費は、既に極限まで削減していることから、オンライン化率の向上
による効果は小さい。
　このような中で、すべての購入方法をオンラインに切り替えた場合、購入者の利便
性を阻害するだけなく、購入者離れによる売上の減少に伴う自治体の収入減少につ
ながるため、利用者・自治体双方にとってメリットはない。
　従って、オンラインと紙の両方の手段を提供する現状が最適な状態であるため、オ
ンライン利用率の引上げに向けた具体的な取組を開始する時期や、取組が開始でき
ると考えられる課題を明示することは困難である。

無し

国土交通省 33925 自動車検査証
の記載事項の
変更について
自動車検査証
の記入（検査
対象外軽自動
車及び小型特
殊自動車を除
く。）

道路運送車両
法

7 国民
等、民
間事
業者
等

1 国 1-1 実施済 382,220 0 車検証の記載事項に変更が
あった場合に使用者が記載
の変更を受けるもの

（6）合理的な理由から計画の
策定自体が困難である手続

既に基本計画を策定している自動車の変更登録（33626）、移転登録（33627）に含まれる手続の一部も、本項目
の手続件数に含まれているが、これらを除いた手続件数は６万件程度であり、１０万件を下回るため、基本計画
の策定は不要。

②令和４年上期 既に公表している「予備検査のオンライン申請」の基本計画中に本手続のオンライ
ン化に向けたアクションプランを追加策定し、「予備検査・構造等変更検査のオンラ
イン申請」に改訂することとする。
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